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わが国の養鶏経営は，高度経済成長のもとで，飛躍的な発展をとげてきたが，今日，鶏卵需要の停滞lζよ
り生産調整下におかれており，産地聞ならびに企業問では，はげしい競争が展開されている。すなわち，わ
が国採卵養鶏の展開は，昭和40年を境にして生産構造が大きく変り，小規模養鶏農家の激減・大規模養鶏農
家の増加によって，農家 l 戸当り平均飼養規模の拡大が進んだ。さらに昭和47年を転機として • J:.f]卵需要構
造の変化にともなって，生産構造は，階!詞分化と地域分化のなかで，ますます大規模経営の羽数シェアを高
め，かつ養鶏経営組織の系列化・統合化の方向lζ進みつつある。
このような経営機会の変化lζ対応して，鶏卵主産地では，革新技術を採用して養鶏経常の組織拡充をはか
り，規模拡大を進めてきた。養鶏組織の代表的なタイプとしては，協業養鶏・集団(団地)養鶏・インテグ
レーション養鶏などがある J 協業養鶏はその一つであるが，環境条件への適応と組織経営の充足のいずれか
あるいは両方に問題があって，順調な発展をとげているケースは数えるほどしかない。
本稿は，つぎの事例調査にもとづいて，協業養鶏の経営発展のメカニズムを解明することを意図している。
乙乙で対象とする農事組合法人「東山産業」は，全面協業経営として発足して以来.14年を経ていよいよ発
展の過程にある。さらに，その系譜をたどると，約20年前の個別複合経営に始まり，部門協業終営から全面
協業経営へ，また任意組合から農事組合法人への組織変革によって，企業的協業養鶏iζ発展してきたのであ
る。
分析方法は，①養鶏経営の発展過程を，経営の企業形態の変質と経営規模の変化にもとづいて. 4つの発
展段階lζ区分して考察する。②乙の発展過程の最終段階である組合法人としての協業養鶏経営について. 4 
つの指標を用いて，生成期・発展期・成熟期の 3つの発達段階lζ分け，各段階の特色を検討する。③協業養
鶏経営における動態的発展の要閣として. 6つの革新要素をあげ，革新の動態的経営発展モデノレを設定して，
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各段階について具体的な考察を加える。④動態的発展の成果を，技術的側面と経営的側面から評価する。
以上のような手順によって課題への接近を試みている。
第 1章 養鶏経営発展の概要
1. 東山産業の概況
東山産業は，高松市の中心より東南約15k1l， 香川県木田郡三木町井上にある(第 1図)。三木町の人口は
第1図 東山産業位置図
約25，蜘人，農家戸数は 3，200戸で， 1戸当り耕地
面積は約60aである。当町の農業は平坦部では，主
として水稲作と野菜作であるが，丘陵地では，果樹
作と畜産が中心となっている。
当法人が所在する川東部落は，当町の北端(屋島
寄り)に位置し，平坦部と丘陵地からなり， 1戸当
り耕地規模は当町平均よりも大きく (80a) ，以前
から農業の熱心な地区であった。しかし，昭和40年
頃から兼業化の進展とともに，地域の性格は，純農
村地域から都市近郊地域K変質しつつある。
東山産業は，昭和39年4月lζ志渡勇一氏をリーダーとして， 6戸の農家が参加して，既存農村のなかで生
活を含む全面協業経営を成立させた。ついで昭和41年9月に農事組合法人を設立し，翌42年5月に農業構造
改善事業の適用をうけて， 10万羽養鶏経営を目差して今白 IC至っている。現在，構成員は後継者の所帯を含
めて1戸になり，労働力は，成員農家の労働力21人に常勤雇用労働力の28人を加えて，合計49人である。
乙のように，労働力の規模増大にともなって，経営組織も変化し，当初43年頃は稲・果樹の栽培部門と養
鶏部門から構成されていたが，その後，養鶏部門への単一化・専門化をはかり，さらに今日では，生産・販
売のシステム化へと発展してきている。
また，当法人の経営土地面積は， 10.8 haであり，このほぼ半分は法人の取得地である。しかも，乙の取
得地は，すべて法人経営地K隣接したと ζ ろであって，一団地的な形態での土地基盤拡大が進められてきて
いる。また，出資金は，法人設立当時750万円(うち現金出資 100万円)であったが，その後，増資され
1，360万円(現金 700万円)になっている。さらに投資総額は この10年間にほぼ3億円にのぼっている。
ζのように，当法人は土地・労働力・資本などの投入を増大して，養鶏経営の規模拡大を行ない，昭和52
年には，成鶏羽数規模は 82，000羽になり，鶏卵生産量は 1，4∞t，その販売額は 3億 7，600万円に達し，そ
の他を合せると総額4億円の販売収入を上げている。
2. 経営の企業形態の変質と経営規模の変化
さきにのべたように，当法人は全面協業経営iとなって14年になるが，さらにその前史を含めると20年の系
譜をもっている。乙の20年間の養鶏経営の発展過程は，経営の企業形態の相違によって，つぎの4つの発展
段階に分けることができる。すなわち，
第 l段階 個別複合経営 (昭如 31~ 35年)
第2段階 有限会社による部門協業経営 (昭和 36~38 年)
第3段階 任意組合による生活を含む全面協業経営 (昭和 39~41 年)
第4段階 農事組合法人による生活分離の全面協業経営 (昭和 41年~現在)
つぎに，乙れら 4つの発展段階について，経営の企業形態の変質と経営規模の変化を考察しよう。
1 )第 1段階 個別複合経営 (昭和 31~35 年)
ζ の時期は，日本経済の成長期lζ当り，農業労働力が他産業へ流出し始め，一方，農業振興策として新農
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村建設事業が実織され，いわゆる農業が曲り角にさしかかった時期であった。当時乙の地区の農業は，稲作
・果樹作・タバコ作などの複合経営であり，なかでも桃・タバコ作は稲作にくらべて，多労低収益作物であ
った。その頃，果樹栽培商積の広かった志渡氏(現，東山産業組合長)等は，ブドウの先進地を視察して，
収益性の高い乙とを知り，ブドウへの転換を計画し，有利な販売地位を確保する意図をもって，ブドウの集
団栽培を行なったのである。
すなわち昭和31年当部第において4凶のブドウ園が造成され，部員耳戸数の80%Kあたる24戸が参加して，
パイプ配管・ブドウ棚づくりなどのまま盤整備をはじめとして，共同防除・共同購入し，さらに品種統ーによ
って量産化をはかり，共同販売した。乙のように生産費と出荷費を引下げたほかに，市場価格の高い新品種
(スーバ ハンブノレグ)を選定し，市場取引力の強化とを意図した乙とは，当時としては革新的な経営行動
であった。県下では果樹集団栽培の先駆者となり，同町内にも波及し，一時はブドウの特産地を形成した乙
とについては，高く評価すべきである。
しかし，乙のブドウ集団栽培は，兼業機会の増大lとともなって，出役は女性化し次第K集団活動が低調に
なっていった。その衰退要因は，一つには，出役労働に対する賃金問題であり，二つめは，個別復合経営と
の労働競合問題lとあった。
リーダ の志渡氏は， 2.3 haの耕地規模を有し，部落随ーの自立経営農家であった。個別経営の限界を早
くから察知し，農業の共同経営を求めて，山岸会の共同体理念に関心を深めていった。同氏は同じ部落の溝
淵氏(現，東山産業常務)，C，山岸会の研績を勧めて同志を得，山岸式養鶏をとり入れた。その後，山岸会
の講話が憐町で行なわれたことが動機となって，志渡・溝淵両氏を中心とする周辺部落の有志20名が，養鶏
技術研究会と称する同志的英鶏グループをつくった(昭和34~35年)。この乙とによって鶏の羽数は次第に
ふやされ， ~両氏等の養鶏規模は育成鶏を含めて，いずれも 500 羽程度までになった。
かくして，倒別後合経営は，ブドウの集団栽培Kよって，当時としては画期的な協業組織を形成したので
あったが，賃金と労働競合の二つの問題が発生し，その解決策がなかったことから，乙の集団栽培は生成・
発展・変質・解散の過程をたどらざるをえなかった。そのようななかで山岸式養鶏の同志的グループ活動を
はじめ，両氏は新たな共同組織をつくったのである。
2) 第2段階 有限会社による部門協業経営 (昭和 36~38 年)
乙の時期は，全国的Iζ共同化ブームの時期で，志渡氏等は新たな共同組織として，有限会社による養鶏部
門協業経営を設立した(昭和36年 1月)。構成員は両氏を中心とする 4名で発足した。出資は現金40万円と
現物の鶏舎，鶏 1，6003]5]，借入金(近代化資金) 55万円で， 5，000羽養鶏を目標にして経営は展開された。
* しかし，養鶏部門協業経営の飼養rr理は，溝&~氏とその家族との 3 名が主となり，いわば専従万式の部門協
業であった。
その飼主主管理方式は，上記のt1J岸式養鶏であり，当時は画期的な養鶏であった。その特徴をあげれば，つ
ぎのような三点がある。
(1 大群平飼方式のため省力的で，かっ施設費が低廉であること。(木造トタン葺， 100羽を 1群とする
平飼鶏舎，主J生びなから廃鶏時までの 2か年間を同じと乙ろで飼育する)
(21 育成率が高く，火事の危険性のない育すう方法であること。(鶏ふんと切わらを踏み込み，醗酵熱利
用による育すう方法)
(31 飼料費が軽減され，産卵率も比較的高いこと。(自家配合飼料に，いもつる，玉ねぎを混合給与し，
育成中は低蛋白低カロリー飼料を，産卵開始から高蛋白高カロリ 飼料iζ切換える)
このように，独特ぬ飼育技術と分業によって，飼養規模は 2，800羽lζ鉱大された。生産された鶏卵は，出
イ'，;j経費の節減をはかるために，木箱lζパラ詰して，地元の鶏卵業者lζ販売した。
一方，この頃から，わが国のブロイラー飼育が全国的K高まり，準導用種時代になってきた。当協業体は
- 乙の時点で同氏は農協を退職して部門協業養鶏の専従者となった。
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地元ふ化場のコマーシャノレびなの種卵委託生産を，発足後2年目から始めた。種卵委託生産へ転換した理由
は，一つには，種卵価格が食卵よりも30%高であったこと。二つには，プロイラー用種卵は周年供給できた
乙と。三つめは，採卵鶏とブロイラ一種鶏の更送以外は，鶏舎も飼育面も，あるいは費用的にも変らなかっ
たことによる。
元来，製品差別化の困難な採卵養鶏において，市場取引の有利性を意図した経営行動は注目すべきである。
しかし，種卵生産は鶏卵単価が高い反面，産卵率の低さと規格外の小卵発生のマイナス面もあり，結果的に
は，予期したほどの収益はあがらなかった。
だが，乙の時期iζ，溝淵氏は山岸式養鶏について，との地区のリーダー格として，養鶏の基本的技術を身
につけ，しかも，ふ化業者を通して養鶏情報や新しい技術，例えば，強制換羽技術や鶏病対策などについて
習得した。のちの法人による企業的養鶏への展開にとって これらの技術は経営の発展K寄与した。
ともあれ，乙の第 2段階の有限会社による部門協業経営になって，出資と経営が分離され，専従方式によ
る協業養鶏に変り，養鶏規模は拡大された。そとでは当時，画期的な山岸式養鶏法をとり入れて，省力的か
っ生産性の向上によって，生産コストの引下げをはかり，さらに種卵生産に転換して，市場取引力の強化に
努め，革新的な経営行動がとられたのである。しかし，実質的には，家族経営による専業養鶏の段階に止ま
り，目標の 5，000羽養鶏には到達しえなかった。それは個別複合経営と労働力が競合し，また地区外構成員
の距離的制約などのために，養鶏労働力の規模を抑制したからである。
したがって，個別複合経営にもとづいた部門協業経営は，計画どおりの成果をあげる乙とができなかった。
その結果，設立後2年余りで解散か再編成かの岐路lζ立っととになった。との重大問題の解決のために，成
員のみならず家族も参加して，半年余り真剣に討議された。その結果つぎのような結論に達し，意見の一
致をみた。すなわち
① 他産業と均衡する所得をうるためには，個別経営による規模拡大には限界があり，何等かの共同組織
で対応しなければならないとと。
② 部門協業経営の失敗の教訓として，共同経営は人間集団の問題であるので，より一層高い次元の共同
経営が必要であるとと。
③ それは，生活を含めた全面協業経営以外にはない ζ と。
そして，志渡氏が全財産を共同経営K投入する決意を表明した乙とが契機となって，全員が再編拡大の方
向へ進むととになったのである。
3) 第3段階 任意組合による生活を含む全面協業経営 (昭和 39~41 年)
東山産業が，生活共同体として発足した当初は，驚異と危倶の念をもって衆目を浴びた。それほどに，乙
の時期の経営形態は大きく転換した。構成員は6名で，その内訳は部門協業経営時代の 3名 (4名のうち 1
名脱退)が中心となって，新たな参加者としては，志渡氏の同族関係者2名と地縁関係者 1名であった。
構成員および家族の12名は，理想的な共同経営をめざして，生活を含めた全面協業経営lζ踏み切り， clj岸
会の研鎖lζ全員参加して，共同体理念の統ーをはかった。そして全員が一切の資産を提供して，自他一体の
もとに全員の話合いによる意思決定方式をもって運営された。出資総額は 3，450万円，そのうち現金出資
100万円と現物出資の耕地6.7ha ，山林 18.5haおよび鶏2，000羽であった。
経営は稲作・果樹作・養鶏の 3部門で， 1万羽養鶏を目標lζ規模拡大が進められた。労働力は成員と家族
の12名で， 1部門2家族，いいかえれば夫肘単位を基本にした作業組織が組まれた(養鶏部門5名)。各部
門の労働ピーク時は話合いlとよって，全員がその作業に従事した。
乙のように，経営組織の運営は分業lとよって能率化するとともに，部門問調整を協業でカバーしたのであ
る。また一切のことが全員の話合いによって決定される万式は，非能率な面もあったが，それ以上l乙成員の
連帯感の強化となり，協業経営の円滑な運営の基礎づくりに役立った。さらにまた個人の全財産が出資され，
いわゆる運命共同体となった当組合は，各家族の生活を保障するために，収益の分配は生活給的分配方法で
行なった。
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一方，生活面については，地区外の成員3名の住居を当組合の資金で，敷地内に住宅を建て，成員家族の
集合をはかった。また共同食堂や浴場を建て共同炊事，共同入浴も行江った。乙れは成員家族の健康問題，
とくに通勤労働や主婦の家事労働の緩和をはかるととが目的であったが，との共同炊事や共同入浴あるいは
夜の全員集会の話合いなどによって，成員間の融和は一層強まった。また子供達にとっても，との共同生活
とか学習豊島よどによって互に親しくなり，後継者として東山産業にとどまり，協力し合っていく素地が育く
まれたのである。
乙のように，当組合は個別複合経営の枠を越えて，生活を含めた全面協業経営に企業形態を変える乙とに
よって，経営規模を拡大した。つぎに養鶏部門の規模拡大状況についてみてみよう。箇条的Iζ示すとつぎの
とおりである。
① 鶏舎は，農地を転用して新しい集合鶏舎を建てた。つまり 4棟連棟の成鶏舎で，のちもう一組を増築
した。従来と変った点は，育成会と成鶏舎とが分離され，育成舎は部門協業経営時代の平飼鶏舎を活用
して，約2，000羽飼養したが，成鶏舎は平飼からケージ飼育に変り， 3段ケージ単飼で 5，000羽飼養に
なり，労働力は3名から5名にふえて規模拡大がなされた。
② 鶏種は，外国鶏種のデカルプIζ変り，飼料は当初自家配合していたが，のち飼料タンクを設置し完全
配合飼料 f農協系)IC切換えられた。
③ 飼養管理は，すべて手動であり，産卵チェックによる駄鶏淘汰が行なわれた。鶏ふん処理は，倒干し
式の天日乾燥であり，渋滞した場合は果樹園に埋没された。
④ 鶏卵の出荷は，当初の半年聞は尼崎公設市場の鶏卵問屋IC，運送業者を介して木箱詰めで出荷された
が，その後，完全配合飼料の農協系への転換にともなって系統出荷に変った。また選卵包装は，自家選
卵されダンボール包装によって，全農大阪支所lζ出荷された。
したがって，第3段階である任意組合としての全面協業経営では，養鶏部門の労働力が増加し，経営規模
も拡大された。それは鶏舎構造が連棟鶏舎になり，個体管理の可能なケージ飼育と高産卵能力の鶏種導入に
よって，生産性の向上がはかられた。一方，飼料の袋詰めからパラ積への切換えによって，飼料単価の引下
げが行なわれ，さらに自家選卵包装によって鶏卵流通経費の節減が行なわれたのである。
イ也面，生活経営一体の全面協業経営は，個人の所有を否定し共同体理念の統ーをはかり，全員の話合いに
よる意思決定，さらには共同生活の実践を通して意識の変革が行なわれた。つまり人間関係の合理化が，乙
の時期に確立された乙とは特筆すべき乙とである。
以上のように，当組合は，理想的な共同経営をめざし，経営方針として養鶏部門の選択的拡大iζ専念して
きたのであるが，手労働による飼養管理方式には省力化に限界があり，目標達成率は50%に止まらざるをえ
なかった。その結果，予期した所得の増大はかなえられず， ζの時期は理念優先の時期に終った。
かくして，経営面で行詰ったときに，志渡組合長の長男が，理想と現実のギャップlζ悩んでレジスタンス
を起した。当組合は経営問題IC加えて後継者問題が誘発した。同氏はショックをうけ，後継者が農業に残る
ための必要条件として，まず農業の近代化をはかり，機械化・省力化によって経営規模の拡大をはからなけ
ればならないと考えた。
しかし，当時の40年頃は，貿易の自由化・工業化などにより農業の将来性K不安がもたれた時期であり，
当組合もその例にもれず，非農業部門での自立を意図して，全員でダンボール工場を視察し，その技術研修
までした。だが，莫大な資本が必要な上に，又下請という不利な立場におかれる乙とがわかって，結局，断
念せざるをえなかった。
一方，志渡氏の長男は，親もとから離れ孤独になって，初めて彼自身の甘さを知るとともに，父親たちの
• r従来，農事1:追われ子供の養育は思うにまかせず，種々の支障をきたしてきた。当時13人の子供がおり協業によ
り，選任の学習係を置くととができるようになった。そして社会に役立つ子供として一貫した養育をして行きたいJ
という相互扶助の発現によるものである。
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ロマンに生きる真剣な姿乙そ，真の生き方だという乙とを再認識して，後継者として東山産業で働く決意を
固めた。
東山産業の人達は，再び農業部門のなかで近代化の可能なものを全員で探求し，真剣に討議した結果，つ
ぎのような理由から，養鶏の企業化を今後の経営方針とするととに決めた。すなわち，
① 故宮脇氏(当時香川県農協中央会会長)の養鶏展望についての助言をうけた乙と。
② 機械化省力養鶏によって規模拡大が可能な乙と。
③ 資金調達は法人化する乙とによって，国の補助事業や制度融資が可能な ζ と。
@ 後継者3名の賛同をえたとと。
⑤ 志渡組合長の思想と人格によるリーダーシップ。
かくして，経営方針が企業的養鶏協業経営に決定するや，間髪を入れず，志渡氏等は全国トップクラスの
企業的大規模養鶏経営の観察や，後継者等の養鶏経営技術の研修や，法人設立の準備など，矢継ぎ早ゃに行
動が開始されたのである。
4)第4段階 農事組合法人による生活分離の全面協業経営 (昭和41年~現在)
昭和41年9月IC農事組合法人が設立され，乙れにともなって消費組合も設立された。当法人は経営と生活
を分離して，新たな全面協業経営として発足したのである。そして10万羽養鶏を経営目標におき，機械化省
力養鶏の実現のために農業構造改善事業の適用をうけて，生産技術・管理組織の革新を行ない，経営規模は
飛躍的に拡大された。
したがって，乙の時期は経営の企業形態の変質にともなって，経営規模が顕著に変化した時期であった。
そとで，組合法人としての全面協業経営K転換した当初の，経営面についての特徴をみてみよう。
① 経営組織は，養鶏部門の拡充を契機IC，管理部門と事業部門に再編成し，構成員を適所に配置して能
率の向上と責任の明確化をはかった。
② 経営の意思決定は，従来の話合いによる横の平等組織から，縦の機能的な管理体制に改善し，組合長
・専務・常務を管理職として，大幅に経営管理権を与え，給料やボーナスの査定をはじめ，日常的な業
務を委任する体制がとられた日各従業員については責任体制を確立し，ノル7御lが採用された。
③ 出資は，相互の個人的自由を認めながら，共存できる方法に転換した。つまり従来，無評価で提供さ
れていた個人資産を評価して分配の基礎とした乙と。ただし，成員の資産は消費組合IC預けられ，消費組
組合が東山産業に対して出資する方法がとられた。
④ 出役は，男子成員の場合，全員出役(1日8時間労働)の義務があるが，女子成員は自由出役とされ
~. I、。
⑤ 分配は，従来の生活給から，つぎの分配基準によって行う方法に変えられた。すなわち，分配総額の
うち，労働IC対しては80必以上，出資および預り金に対しては20%以内とされた。
⑥ 鶏舎施設は，農業構造改善事業によって，成鶏舎3棟，育成舎7棟，鶏ふん乾燥場1棟，倉庫1棟を
昭和42年度IC，また43年度には成鶏舎3棟，鶏ふん脱臭装置を建設し，機械化，技術体系が確立された。
鶏の飼養羽数は，成鶏5万羽，育成鶏3万羽の規模になった(44年度IC中大すう舎13棟建設)。
3. .事組合法人による全面協業段階の経営要素構造と粗生産
乙乙で， ζの発展段階における全面協業経営の経営要素構造と粗生産について，くわしく述べてお乙う。
まず，第 llC，土地についてみると，当法人は任意組合時代から土地取得を積極的に進めてきた。法人の
経営土地面積は昭和52年には 10.8haになり，その内訳は，現物出資1.5ha ，法人取得地4.6haおよび借入
地4.7haである。乙れを地目別にみると，水田4.0ha，畑5.9ha，山林0.9haで，山林は法人取得地IC含
まれるものである。なお，現物出資は，任意組合時代IC個人名儀で共同体が取得した土地であり，また借入
地は任意組合時代，IC構成員が既に所有していた土地である。したがって共同体として取得した土地は 6.1halC 
及んでいる。しかも，その土地集積の仕方は， 1団地にまとめるように周辺の耕地・山林を取得し，経営基
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盤の整備確立をはかつてきた乙とが特徴としてあげられる。
乙のような積極的な土地取得は， 10万羽養鶏の実現という経営方針にもとづくも
のである。例えば創業時
成鶏舎(5万羽収容)，選卵場，鶏ふん乾燥場および管理棟に必要な用地を確保
するために，法人経営地に隣
接する県道沿いの田畑30aを時価の倍額(10 a当り 50万円)を支払って取得
している。また昭和44年には，
2.5 ha (うち山林0.4ha)の土地を取得しているが，これは肉用牛経営者が当法人の
隣接地の大量買い占め
を図ったためであり，当法人は将来の経営発展にとって支障をきたすものと判断
して，法人自らが購入した
ものであるt乙乙には53年に新育成会(27，000羽収容)が建設された。
第 2K，労働力について述べよう。法人設立以後，後継者の参画lζよって構成
員が増加するとともに，雇
用労働者が著しく増加した。労働力の規模は，任意組合時代には成員家族の12
人であったが，昭和52年には
構成員21人，常時雇用者28人合わせて49人になった。乙のうちし古の17人が飼養管理部門
であり，機械化省
力技術体系の確立によって， 1人当り管理羽数は，鶏舎収容能力でみると，幼す
う 9千羽，中大すう 2万2
千羽，成鶏l万2千羽となり，労働生産性の高い経営であることがわかる。また
鶏卵・鶏肉・鶏ふんなどの
処理加工および販売部門K20人が配属され，残りは管理部門その他である。乙
のように従事者数が成鶏規模
に対して多いのは，生産から処理加工さらに販売まで一貫する体系をもっ経営
管理組織である乙とにもとづ
くものである。
第 3K，資本について述べよう。法人設立を契機にして当法人の資本キャパシテ
ィは大幅に増大した。 52
年度末でみると，自己資本(出資金) 1，360万円，他人資本(長期・短期借入金
) 12，890万円であり，とく
に出資金のうち現金出資は，当初の 100万円から 700万円になった。
また資金調達の特色としては，国庫補助金および制度融資を全面的K利用してい
る乙とである。今日まで
の総投資額は， 29，300万円を計上したが，乙のうち補助金 18.7労，制度融資に
よる借入金 53.7%および自
己資金 27.6%である。さらにまた借入金の内訳をみると，総合施設資金7.350万
円，農業清造改善推進資金
4，160万円，農業近代化資金 2，820万円および農地取得資金1.400万円などである
。とのような長期低利資金
の活用によって，当法人の支払利息は大幅に軽減されている(620万円)。
なお，投資の対象は，土地取得，鶏舎抱設，鶏ふん処理抱設および鶏卵鶏肉処理
抱設の 4つに分けられる
が，このうち投資額の最も多いものは，鶏舎胞設の経営規模拡大のための投資で
ある (56.8 ~杉)。ついで多
いのは鶏ふん処理施設であり (23.9%) ，公害防止のために 7，000万円の投資が
なされている。 3番目は鶏
卵鶏肉処理加工胞設の経営合理化投資であり (9.9%)， 4番目が土地取得の経営
基盤投資となっている (9.4
%)。 乙乙では，鶏ふん処理iとともなう公害防止に多額の投資が行なわれてい
る乙との借鏑だけに止めてお
く。 万明
第41ζ，鶏卵生産についてみよう。
成鶏羽数規模は，土地・労働力・資本など生産要素の増
大にともなって著しく拡大された。第2図に示したよう IC，
成鶏羽数は第1期規模拡大の昭和 42~ 45年までには，ほ
ぼ 5 万羽規模になり.第 2 期経営規模拡大の昭和 46~50
年までKは7万羽規模に達し，さらに52年ICは8万羽規模
になった。ただ ζのうちで第2期の成鶏羽数については，
増減をともなう伸び方をしている。つまり昭和47年の伸び
の鈍化は，ニューカッスノレ病の県下発生にともなう鶏の移
動禁止により，入すろ時期の遅延が成鶏くり入れ時期の遅
延となり， 46年度K建設された新鶏舎の利用率を低下させ
た乙と ICよる。また49年の成鶏羽数の減少は，新鶏舎の鶏
ふん処理問題が発生し， ζの改築期聞には成鶏の飼養が不
可能となったととによるものである。 50年以降の羽数の伸
t 
1，400，- 71 
UlOト 6
脱却羽 4 重
麹数 ~1Ðg 邸周 3 田
卵
生 400t 2t 11 . ~45 
産
量aof- ltl/ .• 'sSli1Ir ~40 
542 44 46 48 国 52 
112園 東山産業の成鶏羽数・鶏
卵生産量および倒卵重
214 杉山和男
Jは，①鶏舎の改造により単飼ケージを複飼ケージK変えたとと。②47年度から実胞してきた強制換羽(鶏
の平均更新日令の延期)を中止し，更新率を引上げ，かつ鶏舎利用率の向上をはかったことによってもたら
されたものである。
つぎに鶏卵生産量の推移についてみると(前掲第 2図)，成鶏羽数の増加にともなって鶏卵生産量も増大
し， 46年lとは 800t， 50年には1，100 t IC ，さらに52年には約1，400t になった。と乙で注目すべき乙とは
日卵重の動向である。一般的K省力機械化養鶏は労働集約的小農養鶏に比べると，日卵重の水準は 1~2 9 
低く， 40年代では409，50年代になって44~459 といわれているが，当法人の平均日卵重は40年代41~429 
で，当初から標準を上廻っているととである。また， 48年度は強制換羽によって日卵重の落ち込みを招いた
が， 50年度以降は45~479 へと上昇している。乙のととはマレ y クワクチンの開発以外IC ，飼養万針の変更
にもとづく一連の生産技術の革新によってもたらされたものであるが，詳しくは後章でのべる乙とにする。
第5K，鶏卵販売について述べよう。鶏卵販売額は， 46年度 1億 5千万円から50年には 3億3千万円に，
さらに 52年には 3 億 8 千万円になった。とくに48~50年には諸物価の高騰にともなって，鶏卵価格も上昇し
販売額が伸びた。また， 50年以降は日卵重の上昇による生産量の増加が，鶏卵価格の低落をカバーして販売
額の伸長をもたらした。なお，当法人の鶏卵価格は，全国平均価格lζ比べると 1kg 当り 3~5 円高くなって
いる。しかも，香川県は鶏卵生産県で県内消費割合は3096程度にすぎず，大半は県外に出荷されている。そ
のために流通経費が多くかかり，県内生産者価格は，全国平均よりもむしろ 2~3 円低くなっている。した
がって当法人は一層有利に鶏卵を販売している ζ とがわかる。
乙の点について少し立ち入ってみよう。上述のように有利な販売地位を確保している理由としては， GP 
(鶏卵選別包装胞設)を所有して地場市場を開拓し，直接販売を行なっていることである。販売ノレートは，
全農ノレー卜と直販ノレートの二つに分かれ， 52年についてみると，その構成比はそれぞれ64.896，35.296であ
り， 1/3強が直販である。しかも，直販Jレ トは鶏卵単価の引上げと流通経費の引下げのメリソトがある。
鶏卵単価については，取引形態や取引条件が
種々異なるので不明であるが， GP における
選卵流通経費は，第 1表のとおりである。乙
れによれば直販ノレー卜は資材費をはじめ手数
料の低減により，全農Jレートに比しかなり大
幅に流通経費の引下げが行なわれているとと
がわかるであろう。
最後に，当法人の収支状況をーべつすると，
まず収入面では，昭和43年， 6千万円から52
年には 4億円になり， 6.6倍lと増大した。乙
のうちの90~94~彰は鶏卵収入であり，残りの
6~1D 96は鶏肉・鶏ふんなどである。支出面
では，創業当時の43年，卵価の下蒸した45年
および飼料価終の暴騰による畜産危機の年で
ある49年の3年度は支出超過となり，純利益
は欠損になった。ことに畜産危機の年は，多
第1表 鶏卵の選卵および流通経費(1 kg当り)
全農ノレート 直販ノレート
流
資材費 14.69円 O. 35円
通 運賃 6.00 7. 56 (販売費)
経
手数料 4. 00 1. 20 費
小計 (24.69) (9. 11) 
選 労賃 9.47 9.47 
卵 償却費 2.29 2. 29 経
費 小計 (11. 76) (11. 76) 
合計 36.45 20.87) 
注 1 )全農Jレート卵価280円1日処理量3.5tの場合。
2)直販ノレート(ダイエー，生協)年間出荷量420t 
の場合。
3)昭和 53年1月 法人資料による。
くの企業養鶏経営が大幅な赤字を出したにも拘らず，当法人においては，僅か18万円の赤字であり，その落
ち込みが少かった。それは畜産危機対策として，法人自身の革新的な経営行動K由来するものであるが，こ
の乙とについては後章にゆずることにする。
49年度から鶏卵の生産調整が実施され，当法人の成鶏飼養羽数は10万羽lと制限された。しかし，今のと乙ろ格別の
問題とはなっていない。
215 
以上，東山産業の経営立地条件について述べ，ついで協業養鶏経営の発展過程，換言すれば，経営の企業
形態の変質と経営規模の変化について， 4つの発展段階iζ分けて検討した。さらに最終段階において到達し
た農事組合法人としての全面協業の経営要素構造および粗生産の現状について概況を述べてきたが，次章で
は各発展段階どと IL，さらに詳しく経営発展のメカニズムと特色とKついて考察を加えよう。
養鶏協業における経営発展のメカニズム
協業l養鶏経営の発展段階区分と各段階の特色
前章で述べた如く，協業養鶏経営の発展過程には 4つの発展段階があった。そして経営の企業形態の変質
によって，経営規模が著しく変化した段階は，ー最終段階の農事組合法人による全面協業経営になってからで
あった。つまり乙の段階から企業的養鶏協業経営に発展したのである。
そ乙で，本章では乙の最終段階において到達した農事組合法人としての全面協業における経営発展のメカ
ニズムと特色とについて考察する。乙とでは第3段階以前は企業的養鶏協業の準備期K相当するものとして
省略した。まず企業的養鶏経営の発展段階区分からはじめよう。
第2章
1 発展段階区分
協業養鶏経営における発展段階の区分指標としては，つぎの4つの指標をあげる乙とができる。すなわち，
①(純)付加価値 ②労働力の規模と組織 ③投資と資本構成 ④所得分配と 1人当り所得などである。
1)付加価値
付加価値は利益目標の一つの指標であり，協業経営にとっては重要な指標となる。付加価値は販売総額か
ら物財費を控除したものであるが，具体的にはつぎの 5項目から構成されている。①純利益(自己資本利子
+企業利潤) ②労働用役費としての給与・賃金(人件費) 1(:'万円
③資本用役費としての資本利子(支払利息) ④土地用役
費としての地代(借地料) ⑤租税公課(法人税)などで
ある。
なお，日本銀行方式による付加価値計算式では，上記の
5項目以外に修繕等危険費として，減価償却費が加算され
ているが，筆者は純付加価値をみるべきであるとして，減
価償却費を除いた。
協業養鶏の付加価値の推移は，第 3図に示したように，
つぎの2つの時点で大きく変化していることがわかる。第
l 点は，昭和46年を境にして，付加価値線が横ばい状態か
ら急上昇しているととであり，第2点は，昭和50年を墳に
して直線の勾配が鈍化している乙とである。なお，乙のあ
とで説明する他の指標についても，乙れとほぼ同じ傾向が
みられる(第3図参照)。乙の ζ とから企業的養鶏協業経
営の発展過程を，つぎのように 3つの時期に区分する ζ と
ができる。つまり，第 1 段階・昭和41~46年，第 2 段階:
47~50年，第 3 段階'昭和51年~現在の如くである。
つぎに乙の 3つの時期について，付加価値の平均額(指数)と成長率をみたのが第2表である。表lζ示さ
れるように，付加価値平均額は段階どとに高まり， 2千万円から 5千万円!C，さらに 8千万円へと上昇して
いる。換言すれば，第 l段階から第 2段階，第 3段階へと，それぞれ2.6倍， 4.0倍に増大してし唱。しかし，
乙れを平均成長率でみると，各段階ではそれぞれ22.8弘 33.3言語および 8.3%という数値になる。つまり，
発展過程の第2段階では最も高い成長率を示し，第3段階ではむしろ成長率が低下しているのである。
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以上の ζ とから，企業的養鶏協
業経営の発展段階は下記の如く
区分するととにした。
第 1段階:生成期
(昭和41~46年度)
第2段階:発展期
(昭和47~50年度)
第3段階:成熟期
(昭和51年度~現在)
2) 労働力の規模と組織
まず，労働力の規模の変化か
らみよう。第4図iζ示したよう
副沼 “ 411-.._-~ 
第4図従事者数の推移
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.2衰 発展段階別付加価値・ l人当り所得
生成期 発展期
(昭41~46年度) (47 ~ 50) 
話価値
平均 20，534千円 52，798 
指数 100 257 
成長率 22.8第 33.3 
構一年 平均 510千円 1，349 
指数 100 265 
成長率 13.8銘 33.3 
主的高日長 312日 291 
平均 1， 661円 4，636 
成主 指数 100 279 
員日 成長率 21. 1 % 31. 3 
注 1 )指数はそれぞれ生成期を 100としたもの。
2)生成期は昭和必年度より計算。
3)会計年度は3月~翌2月までである。
4)法人資料より作成。
成熟期
(51 ~52) 
82，490 
8. 3 
1，961 
385 
8. 0 
300 
6，537 
394 
8.9 
IC，労働力の規模は46年と51年に大幅に増大し， 46年を境にして雇用従事者が成員家族従事者を上廻った。
いずれにしても，労働力の規模は経営規模(単に成鶏羽数だけでなく経営組織を含めての)の拡大にともな
って増大し，生成期の42年当初は26人であったが，発展期の47年には42人1(，さらに成熟期の51年には49人
へと増加している。とくに46年の労働力の増加は， 46年からの鶏舎建設による成鶏規模の拡大とパック詰卵
の増加にともなう鶏卵加工部の雇用増大などによるものであり，乙れらの結果が47年に現われたとみてよい。
つぎに組織機構について述べよう。経営規模の拡大は組織機構の変革を要請するとともに，組織機構の改
革は経営戦略につながり先行するととさえある。当法人における機構改革は 4回行なわれ，その変遷図は第
5図に示した。各発展段階と関連をもちながら それぞれの特徴についてみよう。
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第5園 東山産業の組織機構図
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まず生成期の昭和43年当時の組織機構は，事務部と事業部の養鶏・栽培部門とで構成され，養鶏と耕種部
門との複合経営で，しかも，未分化ながらも養鶏部門は当初から，生産・処理加工・販売まで一貫する経営
組織であった。
ついで，第2回目の機構改革が45年に行なわれた。乙れは第 1期規模拡大の農業構造改善事業 (3カ年継
続事業)が44年に完了して施設投資も終り，成鶏規模はほぼ5万羽に達した年である。そして第2期規模拡
大をめざして，企画部を設置し，事業部は養鶏部門への単一化のなかで，栽培部を縮小し，養鶏部を育成・
成鶏・加工販売の三部局に拡充した。
第3回の機構改革は49年であり，発展期の前半は上記の組織で運営されてきたが，畜産危機後の低成長時
代への移行，ならびに鶏卵の生産調整が開始さ.れた年である。規模拡大抑制と飼料の添加物規制とに対処し
て，事業部の拡充をはかり，とくに飼育管理部門では育成と成鶏の両部局を統合して技術部を設置し，生産
のシステム化をはかった。また多角的な加工販売部を専門化し，加工部・肥料生産部・販売銘の三部局に拡
充した。
第4回目の機構改革は52年に行なわれた。すなわち成熟期における協業養鶏経営の生産・加工・販売に至
る一貫経営のシステム化を意図し，企画管理部の拡充が行なわれた。また，従来，鶏ふん乾燥機，脱臭装置
あるいは焼却炉などを開発し，当法人の鉄工部として貢献してきた東山製作所(別会社)の個人企業への転
換にともなって，新たに機械管理部が設置された。
なお，組織運営上，重要な部門には構成員を配属し，事業の推進と運営の円滑化がはかられているととを
付記しておかねばならない。
3) 投資と資本構成
まず投資からみていとう。昭和42~52年の当法人の投資総額は 2 億 9 千万円にのぼり，生成期では45必，
発展期では37%，成熟期ICは18労となり，規模拡大期の生成・発展の両期において多くの設備投資が行なわ
れている。設備投資の内容をみると(第6図) ，生成期には鶏舎施設に最も多く投資され (769彰) ，発展期
では鶏ふん処理脆設と鶏舎施設への投資が多く(それぞれ42形， 41労) ，また成熟期の投資は 5，100万円で
あるが，新育成舎への鶏舎施設と鶏ふん処理施設に多く投資されている(それぞれ40%，25%)。
千万円6':" 一生成期一様一発展期~ト成熟期
4 
3 
千万円
6，!.; 一一生成期一ー孫一一発展期ー→ト成熟期
••• ? ????
?
第S図投資の推移 第7図資本調達の推移
要するに，生成期は第1期規模拡大の時期である乙とから，鶏舎の建設に多く投資された乙とはいうまで
もない乙とであり，つぎの発展期も第2期規模拡大のために鶏舎への投資が多くなっているが，乙の時期lζ
鶏ふん処理施設への投資がきわめて多いのは，公害防止対策として， r自然流下式j鶏ふん醗酵施設を建設
した ζとによる。さらに成熟期では，鶏ふんの製品化のために第2醗酵施設ならびに撹持装置に投資され，
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GPの近代化による流通対応のために，高能率選卵機およびパック詰包装の自動化に投資された。
つぎに，資本構成については，前章3節で述べたので，乙乙では資本調達の内容についてみてみよう(第
7図)。生成期は，農業構造改善事業によって規模拡大が行なわれた。したがって同推進資金の借入金と補
助金のウエイトが高くなっている (57%，26%)。発展期には，主として総合施設資金による借入金 (54%)
と自己資金 (29%)が多く，さらに成熟期はその2/3が自己資金となっている (69%)。
乙のように生成期，発展期の規模拡大に必要な資金調達を，国の行なう農業推進事業や長期低利の制度融
資をフルに活用しており，経営の拡大安定にともない自己資金による投資が増加してきている。
4)所得分配と 1人当り所得
まず，構成員家族の所得総額を労働と資本に対する分配についてみると，各発展段階ではそれぞれ9百万
円， 2千6百万円， 4千万円であり，このうち労働に対する給与あ割合は97-9腕で，駄に対する跡地
代は僅か1-3%にすぎない。
さらに，構成員 1人当り年間所得ならびに 1人 1日当り所得をみると(前掲第3図)，付加価値でみた推
移とほぼ同じ動向をたどり， 46年と50年に大きな断層があり，また各段階におけるとれら所得の増大指数を
はじめとして，成長率についても付加価値の場合と，ほぽ同一数値になっている乙とが指摘できるのである
(前掲第2表)。乙のむとは，付加価値を用いて3つの段階に区分したととの当為が検証されたといえよう。
以上，法人組織になってからの協業養鶏経営について， 4つの指標を使って発展段階を，生成期・発展期
および成熟期の3つに区分した。つぎに各発展段階の特色について述べよう。
2， 各発展段階の特色
1)生成期(昭和41~46年度)
乙の時期は，協業養鶏経営における発展過程の最終段階として，農事組合法人による全面協業経営を創設
し，経営規模を飛躍的に拡大して，企業的養鶏協業経営が成立した時期である。すなわち，経営と生活とが
分離され，経営の企業形態は農業法人による管理体制の経営に変った。そして10万羽養鶏を経営目標にして，
第 1次規模拡大が行なわれ，経営基盤が確立された時期でもある。
したがって，企業的協業養鶏を成立させるために，機械化省力技術の採用や莫大な投資に必要な資金調達
が要請された。また資本のみならず土地・労働力など生産要素を充足しなければならなかった。さらにまた，
養鶏収益が上るまでの 1~2 年間の収益源の確保も必要であった。
当法人は，まず資本と労働力のキャパシティを広げるために法人化して，農業構造改善事業推進資金その
他の制度資金によって，莫大な投資に必要な賃金調達を行なったのである。ついで付加価値の高い協業経営
を意図して，生産・加工・販売まで一貫する経営組織を樹立し，土地の取得や外給労働力の雇用を行なった。
そして農業構造改善事業(昭和42~44年)の実施によって，機械化省力的な高能率鶏舎を建設したのである。
例えば成鶏舎については，鉄骨スレート葺の鶏舎構造で， 1棟約8，000羽収容可能な大型高密度鶏舎を建設
し，給餌・給水・除ふん・集卵などの成鶏飼養管理は全自動化して，乙れを 1人で管理する乙とができる，
いわゆるワン7 ン鶏舎であった。
第1次規模拡大期に相当する生成期には， 1億3千万円の設備按資が行なわれ，成鶏羽数はほぼ5万羽lと
なり，当初の第 l期規模目標は達成された。 ζの間，組織機構は45年K改変され，当初の3部局から 5部局
に拡充され，未分化であった養鶏部門は，育成・成鶏・加工販売部IC専門化され，分業体制をしくとともに
企画部を設けて組織管理の強化がはかられたのである。一例をあげれば， 44年頃から鶏卵の直販ノレートを開
拓し，パック詰卵を量販庖(大型スーパー・生協など)IC出荷し，鶏卵販売手取額の増大をはかった。
一方，当法人は革新の採用によって，比較的早い時期K企業的協業養鶏経営を創設したのであるが，本来，
革新は危険をともない，かつ不確定要素を多分にもっているために，革新の修正が要請された。第2年次事
寧 当法人では給与のなかに出資配当を含めて計算されている。
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業の着工lζ当って，全自動式鶏舎構造様式による計画は設計変更を余儀
なくされ，第1年次事業においては，
排水工事などの追加ないし補正工事のために，農協貸越枠を超過し，運転
資金の金策問題などに苦慮した。
さらに，大ぴな需給のアンバランスにもとづく補充鶏用鶏舎の建設問題
も発生した。また，乙れらの問題に
加えて， 43年のニューカッスル病の発生， 45年の卵価下落K遭遇し，乙の時期
の経営収支は香しくなかった
ために，付加価値は増大せず，成長 1人当り所得も低水準に止まらざるを
えなかったのである。
2) 発展期(昭和47~50年度)
乙の時期は，前年の46年度から始まる第2次規模拡大期であり，総合施設資金
による鶏舎抱設の建設が行
なわれた。その結果，成鶏羽数は5万羽から7万羽K増え，鶏卵生産量も増加
して 1，000tを上廻る生産規
模lとなった。また47年頃からの諸物価の上昇lとともなって，鶏卵単価も上昇
傾向をたどったので，鶏卵販売
額は 1億5千万円から 3億3千万円へと， 2倍以
上に拡大されたのである(第8図)。
一方，経営規模の拡大にともなって，経営組織
の成鶏部と加工部が拡充され，労働力の規模は増
大し，雇用労働力がふえた(前掲第4図)。なお l，aoト3
ζの時期の後半の49年には，鶏卵の生産調整，飼
料添加物の規制などが行なわれたために，まず生 1∞o 
産のシステム化を意図して，組織機憾の変革が行
なわれた。前節でものべたように，技術部が設置
され，また加工販売部の専門化がはかられ， 5部
局から7部局IC拡充された。
さらに46年， 48~49年には，当法人の独創的な
設計による成鶏舎が建設された。それは「高床式J
鶏舎と称して， 1年余り鶏舎内lと鶏ふ九を堆積す
lる乙とができる鶏舎であって，火力乾燥による悪 ao 
臭公害の防止を意図して作られたものであった。
だが46年K建設された「高床式J鶏舎は床上 1m
であったために，ハエの発生源となり，鶏舎改造
の必要が生じた。 48~49年の「新高床式J 鶏舎は
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第8図 鶏卵U)販売額・生産量・ lk9当り価格の推移
前記の改良型として新しく建てられたもので，床上2.1mlCし，鶏ふんの搬出
が機械化できるようにした点と，
もう一つの特徴は，第2次規模鉱大期から連棟鶏舎になり， 2羽飼い(
複飼)ケージの鶏舎設計lζ変ったが，
f新高床式」鶏舎の場合は，さらに連棟複合鶏舎になり (8棟26，000羽)， 1ロットの
羽数を増加し， 1人
の管理羽数を 13，000羽に増やし，労働生産性の向上がはかられた点である(
第3表)。
MUf 鶏舎情造
年度 建物面積 横数 情 造
様 式 収容能力 l棟当り規模
備 考
幼すよ ※昭 42 896 '" 
3 棟 鉄骨スレート葺 平 飼
9.000羽 3.000羽
※ 43 740 2 木造トタン葺 " 
9.0目。 4.500 
東 日 4.985 3 鉄骨スレート葺 " 
27. 000 9.000 幼・中大すう一貫平飼
史: 42 1.906 4 鉄骨スレート葺
2段ケージ複飼 19.000 4.750 
昭44年度成鶏舎に転用
※ 44 1.200 8 " 2段ケージ5羽複
飼 22. 000 2.750 
'* 剖 850 5 " 
2段ケージ複銅 9.000 1.800 補
充鶏舎
42 2.700 3 鉄骨スレ ト葺 フラ
ットデッキ単飼 23. 000 7.700 
成 43 2.916 3 " 
2段ケージ単飼 23. 000 7.700 
叫 1. 9日6 4 " " 
16.000 4.000 中大すう舎の転用
46 1.440 4 " 2
段ケ ジ復飼 16.000 4.000 高床式
床上1皿
鶏 " 48 2.400 8
 " " 26. 400 
主300 " 床上2.1m 
※ 49 2.700 3 " " 
24. 900 邑300 昭42年度鶏舎改造
※ 51 1. 906 4 " " 
19.500 4.900 昭叫年度転用鶏舎改造
舎 ※ 52 1. 440 4 " " 
16.000 4.000 昭岨年度高床式改造
※ 日 2. 916 3 " " 
36. 500 12. 200 昭必年度鶏舎改造
注 1)※印のあるものは現有のもの
2) 当法人資料より作成
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114表 初生びな導入羽数
単位羽，回，%
区 分昭42年度 4:3 44 45 46 47 48 49 回 51 52 
デカルプ 2旦3001 39， 000 1 13， 500 1 1， 20副長と -=-1 .___-=-1 __-=-1<1岨吐)ア 一 一
ソンパ-1 2， 400 1 3， 700 1 51， 400 1 3:， ~~~ 1 '1ipOO 1 ~~， ~~~ 1 27， 900 1'. 1， 200 1 ^ M-: 1 -1 
パプコック 1， 200 1 ' -1 26， 000 1 -1 -1 9， 000 1 " I -
シエ，.一 一一 1，200 1 -1 22， 000 I 9， 000 1 39， 000 1 46， 000 1 63， 000 1 66， 00日
ハ イラインー一一 1，200 一一一一 一
ゴトウ 一一 1，200
ホシノクロス 一 一 一 1，200 一 一 一
ハワイー セッレクスン ー 一 一 -一 8， OO~ 1 15， OO~ 1 26， OO~ 10書r 写i'豆E、00 12，OOO 
デカルプエクセルワング 一 一 一 ー 一 一 一 一 3，O00 
計 31，700 1 42，700 1 645900 1 44，200 1 523300 1 58，O0o 1 44，90o 1 55，200 1 81， 000 1 643500 1 81， 000 1 
年間入すう回数 101 14 1 13 1 9 1 7 1 7 1 6 1 171 8 1 9 1 71 8 1 9 
1ロット平均羽数 3，1701 3，師 生叩 4，911 1 7，471 1 8，286.1 7，483 1 (~:?~~ ~ 9，OOO (211 9，000 
平均育成事 不明 不明 90. 2 1 93. 0 1 93. 5 1 96. 0 95.5195.5 95. 8 1 91. 0 1 97. 2 
注 1)昭45年はゾンパ を含む7鶏種のおよび昭52年はシエー パー を含む3鶏種の産卵比較試験を行なっ。
2) カッコ内の数字は特例を除く正規の入すうに対する数字である。
3)年度は 3月から翌2月までの法人会計期間
4) 当法人資料より作成b
つぎに，乙の時期の飼養管理技術の特徴をあげると，育すう過程では，鶏のマレソク氏病に対する抗病性の
* 強い品種を選択するために， 7鶏種についての自家比較試験を行なうとともに， 46年の規模拡大を契機にし
て，育すう舎の 1 ロット当り羽数をふやし(3 ~4. 5千羽から 9千羽へ) ，育成率の向上がはかられたこと
である (93%から96%へ)。第4表l乙示すように，<レック氏病!C強い高産卵性の鶏種を選んで，当初はデカ
ノレブであったが， 44年からソンパーへ，さらに47年からは比較試験の結果，好成績を収めたシエーパーおよ
びパブコックに， 49平からはシエーパー，ハイセックスへと鶏種が変遷しているのである。
また，採卵過程では，マレック向丙対策として強制j換羽を行ない，更新率を引下げて成鶏羽数の維持がはか
られたが， 49年から実施された鶏卵の生産調整に対処して飼養万式が変更された。それは，経営内部の充実
をはかるために，強制換羽を取り止めて，更新率をむしろ高め，鶏群構成の若返りをはかるとともに，鶏舎
利用率の向上がはかられた。さらにまた， 50年から7 レック氏病ワクチンの開発を軸として，高産卵鶏種の選
定や，飼料の指定配合による良質飼料の給与ならびに上記の更新率の引上げによる鶏群の若返りなどによっ
て，日 JIJ重の上昇(42.H'から45.69へ)という生産技術の向上が行なわれたのである。
他面， ζ の時期はわが国の畜産なかでも養鶏は，石油ショック以来，燃料その他諸資材費の高騰のみなら
ず， 48年後半から数回にわたる飼料価格の暴騰によって，畜産危機lζ焔ったζ とは衆知のとおりである。乙
の時期の48~49年は飼料高・鶏卵安の逆鞘関係、になったために，養鶏経営とりわけ大規模養鶏においては，
収益性が大きく落ち込んだ。当法人は乙の危機lζ直面して，生産販売一貫の自主路線を発揮して，経営収支
の赤字を僅少に止めることができたのである。
それは，畜産危機対策としてつぎのような 4つの手段を講じたからである。一つには，飼料購入先の変更
によって，値上り幅を縮小したこと，二つめは，飼料の薬品添加物の規制にともなって，ワクチネーション
の完全実施をはかるとともに，飼料品質の悪化に対して，高蛋白高カロリー飼料の指定委託配合の実施によ
り，産卵率の向上をはかったこと，三つには，常時雇用を臨時雇用に切り換えて，人件費の低減をはかった
ζと，四つめは，鶏卵の直販ノレートの開拓を積極的!(行なって，収益の増大に努めたととなどである。
さらにまた， ζの時期の特徴としてあげられるととは，鶏ふん処理にともなう公害防止胞設を環境整備資
金によって建設され，比較的早い時期に企業的協業養鶏としての畜産公害対策が確立したことである。乙れ
は「自然流下式」鶏ふん醗酵処理脆設であって，豚ぷん醗酵処理施設からヒントを得て，鶏ふんについて試
命 自家比較試験は昭和46年1月から行なわれた。 7鶏種とは，ソンパー，デカルプ，パプコック，シエ パー，ハイ
ライン，ゴトウ，ホシノクロスで， 1群1.a<J羽ずつについて 1年6カ月聞にわたって育成・産卵成績をテストした。
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作lζ試作を重ね， 5，000万円の費用をかけて完成したものである。しかも，乙の処理方法は，燃料が要らず，
悪臭公害も殆どない上lζ ，製品は琉菜園芸のビ、ニ-)レ栽培用の有機質肥料として有利に販売されている。と
のζ とによって，今後ますますきびしくなる悪臭公害規制に対しでも対処する ζ とができ，企業的協業養鶏
の経営安定の礎が構築された意義は大きいというべきである。
3) 成熟期(昭和51年度~現在)
乙の時期は，わが国の鶏卵需要の停滞lとともなって，鶏卵の価格安定政策として，鶏卵の生産調整がすで
本
K49年度から施行されているために，査定羽数を越える増羽制限のなかで，経営内部の拡充が行なわれた。
換言すれば，乙の時期は外延的な量的拡大から内延的な質的拡大の段階lζ入ったのである。
まず，組織機構は8部局lとなり，とくに企画管理部が拡充され(2人から 5人K)，生産・加工・販売の
一貫経営のシステム化が行なわれた。
また，システム化をはかるために， 51~52年度に 5， 000 万円の設備投資が行われた。投資対象の主なもの
としては，鶏舎施設の改造，新育成舎の建設をはじめとし，鶏ふん処理施設，鶏ふん運搬による二次公害の
防止のための道路舗装や液卵胞設および鶏卵・鶏肉販売のための売屈の移転新築などである。また育成舎用
地のための隣接地の取得も行なわれた。しかも，乙れらの資金調達の大部分 (69銘)は自己資金によって実施
されている。一方，長期借入金は49年度の 1億4千万円を頂点として減少傾向にあることや，上記の自己資
金による投資の大きさなどを考え併せると，この時期は，経営の充実と安定をはかり，低成長時代の不況を
乗り切るために，積極的な先行投資をしている。
つぎに，生産技術についてみると，まず飼養方針の変更にもとづいて，技術体系が変った。飼養方針の変
更をもたらした要因としては，鶏卵取引lζおける!JIJ質に対する評価基準の変化にある。これは昭和50年頃か
らみられる傾向であるが，以前は黄味の色と張り具合が，そのメノレクマーノレになっていたのが，近年になっ
て， slJ殻の強度・ひび・汚染の有無によって良否が決定されるようになった。このことに対処して飼養方針
は，従来までの量的な日卵重の引上げに加えて，質的なOlJ殻の改善とを行なう方向lζ改められた。
乙の方針にもとづいて技術体系は， OlJ質の改善をはかるために，①老鶏の更新を早め(成鶏の飼養日数は，
49年の455日から52年には 393日へ) ②ワクチネーションを適確に行ない ③かっ卵殻の強度も産卵性も高
い鶏種を選定し ④また，鶏群のローテーションを計画的に行なうシステムを組み ⑤さらに時期別，日令
別に飼料を給与する方法(フェーズフィーデイング) fC，すでに53年度から実施し始めたのである。その
結果，軟!JIJやひびJiIJの発生が減少し，日卵重も， 50年から引上げられ， 52年lζは47.19 K高められた。
なお，生産のシステム化に貢献した「技術部Jの機能について述べよう。技術部では，ワクチネーション
を基本とした鶏病対策，育成率・日卵重の向上ならびに飼料要求率の改善など，濃密な飼養管理技術はいうま
でもなく，鶏舎の稼働率の向上，鶏群のローテーションおよび市場性に合せた良質卵の生産など，経営技術
的観点から把えていると乙ろに特徴がみられる。
最後fC，鶏卵販売における積極的な市場対応について述べてお乙う。
当法人は，農業の踏路が販売の弱さにあることを痛感して，主産物は勿論のとと副産物についても，処理
加工し，販売まで一貫した経営を白差して，市場開拓を行なってきた。鶏卵の直販によるメリ y トは，少く
とも，石油ショック以前まではあったが，オイノレショック以降は資材費の高騰，人件費の大幅なアソプによ
り，経費が増大し現状では選卵場 (GP)の運営収支は赤字になっている。乙れは当法人ばかりでなく，ど
のGPセンターも赤字であり，そのために経費の一部を生産者lζ負担させる傾向にある。
なお，当法人における市販の量は，昭和45年頃からほぼ一定しており，生産量の増大とともに，その比率
が低下してきている。しかし，香川県における鶏卵需給の動向は，生産県のために生産量の30~ちが県内消費
で，大半は県外に出荷されている。したがって地場市場の開拓は容易ではない。市場の動向は大型スーパー
- 当法人は査定の49年4月ICは48年度lζ新高床式鶏舎を建設し，成鶏収容羽数は10万4千羽になっており，査定羽数
は10万羽である。したがって今のととろ閉題はない。
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の進出によって， トレイ詰からパック詰に移行し，品質についても一層厳しくなってきた。この市場対応と
して，市場の信頼を勝ちとる必要から，更新率を引上げ，老鶏比率を下げて.GPでの厳重なチェックを行
なったのである。そのために高能率選卵機とパック詰のシール機・ラベラ一機を導入した。
このように，新しい選卵機を導入する乙とによって，鶏卵の品質の改善をはかり，市場の要請であるパッ
ク卵のシェアを高め，販売の優位性と選洗卵包装コストの低下をはかったのである。
以上，法人化して企業的養鶏に発展した協業養鶏経営における 3つの発展段階について，その経営発展の
特色をみてきたが，そ乙では，当初から，生産から処理加工・販売にいたる一貫した体系をもっ組織41をつく
って，経営の内部経済の合理化と準内部経済化を進め，高い付加価値を追求する経営が行なわれてきた。
乙のととを実現するために，生産・流通・管理組織の各過程の革新を採用し，先駆者利潤を追求した。各段
階についての特色としては，生成期では，法人化する乙とによって莫大な資金調達を国の事業や制度融資lζ
求め，機械化省力技術を採用して，企業的協業養鶏経営を実現し，鶏卵の地場市場を開拓して産直による流
通対応の革新を行ない，経営組織は養鶏部門への単一化をはかり，未分化ながらも生産から加工・販売に至
る一貫体系の組織をもって運営された。
また発展期では，より一層機械化省力的な高密度鶏舎を建設して，労働生産性をあげ，規模拡大を行なっ
て，販売量の増大をはかり，管理組織を強化して経営の多角化を進め，養鶏危機ILは飼料購入先を変えて生
産コストの引下げを行ない，鶏ふん処理胞設には多額の投資をして悪臭公害防止対策の確立をはかった。
さらにまた，成熟期では，規模拡大抑制と企業間競争の激化に対処して，管理組織を拡充し生産・加工・
販売の一貫経営のシステム化を進め，オールイン・オールアウト方式による鶏群のローテーションに変え，
市場動向lζ則して卵質の向上をはかり，鶏種の選定，ワクチネーションの適確化，フェーズフィーディング
など一連の経営技術の遂行によって，生産性の向上がはかられた。なおまたGPの近代化により，人件費の
低減，パック詰卵の拡販による単価の引上げと流通経費の引下げが行われた。
第 8章 動態的発展のメカニズム
前章では，企業的協業養鶏経営の発展段階を，生成期，発展期および成熟期の3つの段階lζ区分して，経
営発展の特色について述べてきたが，
本章では，乙の動態的発展のメカニ
ズムについて考察を加えよう。
さきに述べたように，企業的協業
養鶏経営は，各発展段階において早
い速度で次から次へと変質し，動態
的発展をとげてきた。それは，わが
国経済の高度成長と軌をいつにして
展開してきたし，また経済の低成長
とともに停滞してきた養鶏産業の構
造的変化にもとづくものであり，同
時にまた，乙の経済機会に対応して
協業養鶏経営の矛盾解決による質的一
転換によるものである。
そこで，協業養鶏経営における動
態的発展のメカニズムを解明するに
あたっては，乙の動態的経営発展の
要因が，革新的な経営行動にあると
根本的革新
〈基本的)
|外生的要因 内生的要因 | 
↓ 
経営発展のための制約条件の発生
‘一
解決するための革新
↑ 
革新を採用するため
の促進要因の発生
~I 新たな問題点の発生1/ 
第9図 動態的経営発展モデル
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認識して，経営行動における革新要素として，つぎの6つを選んだ。すなわち，①意識の
革新，②組織の革
新，③生産要素調達の革新，⑤流通(市場)対応の革新，⑥公害防止対応の革新，などで
ある。
しかも，乙れらの革新要素は，単lζ並列的なものでなく，相互に調整しながら各発展段階
を螺旋状の円環
を描き，かつ早い速度で展開しているのである。そ乙で，この相互調整しながら繰り広げ
られている革新の
動態的経営発展モデルを設定した(第9図)。なお，乙乙でいう革新とは，いわゆるイノベー
ションをさし，
企業の主体的創造性による経営情造の変革をもたらすととをいうが，経営情造を変革する
根本的(基本的)
革新のほかに，イノベーションを促進する誘発的(付随的)革新をも含める乙とにした。
つぎに， ζ のような動態的経営発展モデルを，さきにのべた3つの発展段階について，革
新の相互関係を
追求し，協業養鶏経営における発展のメカニズムについて考察を加えよう。
1. 生成期〈昭和41-46年度〉
生成期における動態的発展を示したのが第10図である。
(外生的要因) 農業と他産業との所得較差拡大
わが国養鶏経営の僑造的変革期
(大規模養鶏経営の出現)
(内生的要因) 生活を含む全面協業経営の行詰り
模索一一→意思決定一→経営方針 養鶏の企業化(10万羽)
(ぷ長勺 (:~ij富む) 第 1期目標5万羽
(経営発展のための制約条件の発生) 省略
(解決のための革新)
(412Ery--(語記託子---..(マ32EF)
(組織) 静組A法人の献 立→(調達)農業情造改善事業の
適用
管理体制 ④ u つ只27ず 「ー→
(技術) ~_l._.. A ____-1.>..1)，. (:---一経営の組織は晶子542)L__→ 消費組合の設立
育すう舎・育成舎←一寸 山一
i震1:1312j 針第l年次事業(叫 ん(防止)鶏ふん乾燥場 (60，000羽用)
(技術)成鶏舎(全自動式)←ー」 い
(3棟 23，000羽) 但→(調達)運転資金の農協貸越枠超過対策
(技術)成鶏舎(半自動式)←企第2年次事業 (S4ω 企→(技術)全自動式鶏舎様
式改良
(3棟 23，000羽) Lー →(防止)鶏ふん脱臭装置
⑦ 
(技術)中大すう舎 ←ー第 3年次事業 (S4心 r←→(技術)補充鶏舎新設
(13棟 31.000羽) しー→(技術)旧育成舎の成鶏舎への転用
抗7 レック氏病鶏種選定 τー→(技術) 7鶏種の自家比較テスト
~ (S4@ ~ノ
(流通)産直ノレートの開拓~とー鶏卵流通経費の節約
(S45) 
鶏肉販売の拡充 (S46) ー→(流通)鶏肉処理場新築
⑩ 
(技術)成鶏舎(高床式) ←ー高能率鶏舎の建設 ー→(調達)総合施設資金
(連棟複飼 ) (S46) ________ 
14，000羽----------
一一一寸話な問題ぷ五了
規模の経済性発揮できず所得低迷
第10図 生成期における協業養鶏経営の動態的発展図
(注 数字のO印は本文の中の項目を示す)
224 杉山和男
まず，革新的な経営行動を必然化させた背景からみていζ う。
外生的要因としては，つぎの二つがある。一つは，わが国経済の高度成長にともなって工業化が進み，農
業と他産業との所得較差が拡大した乙とであり，二つには，昭和40年頃を境たして，わが国の養鶏経営は構
造的変化をとげ，大規模養鶏経営が出現し始めたととである。
内生的要因としては，第11:，任意組合としての生活を含む全面協業経営は，理念優先に終始し，解散か
再編成かの窮地におち入った乙と，第21C，組合長の長男が農業K残りたくないという後継者問題が発生し
たζ とである。乙のような危機感に立って経営の近代化をはかり，規模拡大するととが40-41年の最大の課
題であった。
前章でも述べたように，一時はダンボール製造を模索したζともあったが，養鶏を再検討したととろ，①
機械化省力によって経営規模の拡大が可能であるとと，②資金調達や土地取得は法人化する乙とによって，
その実現が可能であるとと，③後継者が農業11:残る意思表示をしたζ と，などの理由から，養鶏の企業化を
するととに方針が決定した。
経営目標は10万羽養鶏であったが，第1次目標を5万羽においた。しかし，¥5万羽養鶏の実現という経営
発展のためには，つぎのような制約条件が発生した。
① 機械化省力養鶏にふさわしい鶏舎僧造およびその技術体系の選定
② 最適な鶏舎配置と鶏舎用地の選定(土地取得を含む)
③ 大規模養鶏の必須条件としての用水の確保
④ 莫大な投資に必要な資金調達の方法と法人の設立
⑤ 生活と経営の分離，それにともなう組織と運営方法
⑥ その他鶏ふん処理方法 など。
とれらの問題を解決するために， 1カ年間，下記のような革新的な経営行動を開始して，創業準備に取り
かかったのである。
昭41・4 全国トップクラスの養鶏場の視察(徳島・愛知・神奈川)
" 4 後継者 (3名〉の県外研修 (6カ月)
" 9 農事組合法人の設立
" 10 三木町農業構造改善事業(昭和37年認可〉の事業主体として県に申請
グ 1 三木町役場との交渉 (事業主体認められる)
グ 1 鶏舎設計のための視察(愛知・豊橋・神奈川)
" 12 鶏舎用地の取得
12 鶏ふん乾燥についての視察(岡山)
42 1 融資の窓口として農協理事会決定
" 1 公害発生防止のため役場，東山産業，大挙して岡山へ視察(岡山サンケイユーキ方法に内定〉
以上，組合長日誌から抜率したものである。当法人は創業のための条件づくりをして，企業的協業養鶏
経営を成立させるのであるが，そのためには経営構造の変革を必要とするイノベーション(根本的革新)が
要請され，また，とのイノベーションを引き起すための革新(誘発的革新)が必要となり，さらに，とれら
のイノベーションを採択するための促進要因が発生した。
当法人は，機械化省力養鶏の実現にあたって，どのような革新的経営行動をとったかについて具体的に考
察しよう。まず，機械化省力養鶏の技術革新の採用にともなって，莫大な投資に必要な資金調達が要請され，
それを促進するためには法人化の設立が先決問題となった。そ乙で当法人は，資本のキャパシティを拡げる
ために法人化した。しかも，福祉目的の共同経営的性格を保持するために農事組合法人を設立したのである。
① 誘発的・生産要素調達の革新:組合法人になるととによって，国の制度融資や農地の賃借が容易に
なった当法人は，莫大な投資 (5万羽で1億円)に必要な資金調達の方法として，すでに述べたように，事
業主体が決まらず実施できずにいた町の農業情造改善事業の適用申請を行ない，とくに融資の窓口となる農
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協段階での承認については難航したけれども，積極的な運動を展開して認可されたのである。かくして l億
円にのぼる資金調達は，農業構造改善事業の適用実現によって果された。なお，法人化l乙ともなって，生活
と経営とが分離されたので，成員の福祉を増進するために，消費組合の設立を誘発した。
② 根本的・生産技術の革新:農業構造改善事業の実施によって，機械化省力的な大規模養鶏経営が成
立した(昭42-44年，前掲第3表)。まず鶏舎配置は育すうを分離して， A団地に育成舎， B団地lζ成鶏舎
を建設した(第1図) 0 B団地の敷地造成のために，県道IC面した隣接地の取得をはかり，平均地価の倍額
で買収した乙とはすでにのべたとおりである。また用水は取得地のボーリングによって確保する乙とができ
た。鶏舎僑造様式はすべて鉄骨スレート葺の耐久鶏舎で， 1棟当り規模は大きく，給餌・給水・除ふん・集
卵は自動化され， .いわゆるワンマン鶏舎である。 1棟当り収容羽数規模は幼すう舎で 3-4.5千羽，成鶏舎
では 7.7干羽であり，飼養管理は l人1棟で，当時手飼いでは最高2-2.5千羽であったから，革新的な養
鶏経営であったのである。
養鶏協業における経営発展のメカニズム
取~~~
幼
仁三二二工二二コ
く話再)? ? ? ? ?
?????
東山産業の鶏舎配置図
③ 誘発的・公害防止対応の革新:鶏ふん処理は，成鶏舎6棟と隣接して乾燥場が設置され，自動給餌
器lζ取り付けられた除ふん装置によって， 1日2回鶏舎の片側にある集ふん溝に落され，ベルトコンベヤー
により乾燥場へ搬出された。鶏ふん処理方法は火力乾燥であったが，当時としては悪臭公害の比較的少い岡
山ケンケイユ-~.を採用した。また翌年には脱臭装置を取付けて悪臭発生の防止に努めた。
④ 根本的・組織の革新:まず労働力規模の拡大，養鶏部門組織の拡充にともなって，企業的管理体制に
変った。すなわち経営の意思決定は，従来の話合い方式から，組合長・専務・常務の3人制になり，横の平
等組織から縦の機能的な管理体制に変革された。出資は無所有から通常の出資に戻し，相互の個人的自由を
認めつつ，共存できる方法に転換した。分配は生活給から能率給K，しかも給与の算定方法は勤務評定によ
る評価を基本とした。また分業による責任体制をとり，計数管理を行なった。
111図
乙れは肥料工場の副産物である石灰様のドライエースと鶏ふんを混合し，硫酸を添加して脱臭作用を促進し，火力
乾燥する方式のものである。
• 
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③ 誘発的・生産要素調達の革新:運転資金の農協貸越枠を超過し，その金融対策として地区外にある
情成員の土地を売却するとともに，後継者4人による育すう組合を結成し，県信速から融資をうけて，経営
のピンチを切り抜けた。
⑥ 根本的・生産技術の革新: 42年度建設された全自動式鶏舎は43年4月に落成したが，つぎのような
欠陥があった。細谷式のフラ y トデッキ式の単飼ケージ (6寸〉は，①奥行きが狭く鶏がいたみストレスに
より産卵成績がよくなかった乙と，②個体管理ができず死鶏の引出しも困難であった，③さらに自動集卵ベ
ルトは汚卵，破卵率が高かった ζと，などである。そ乙で， 43年度工事の鶏舎構造様式の設計変更の問題が
発生した。設計協議会を聞き検討した結果，①鶏舎の建坪・収容羽数は変えない乙と，②2段ケージ単飼に
するとと，③除ふんは自動給餌機IC除ふん装置をセ・y トする，④集!iIJは手集卵にする乙と，になった。
⑦ 誘発的・生産技術の革新: 中大すう舎の不足とくに成鶏くり入れ調整用の補充鶏舎の必要性が生じ
た。つまり，育すう・採卵一貫飼育経営における大びなの需給アンバランスであり， 44年度工事のくり上げ
によって解決した。
③ 誘発的・生産技術の革新: 7'レック氏病IC強いとされたデカルプ，ソンパーの育成率の低下の対策と
して， 46年に7鶏種の自家比較試験を行ない，乙のうち好成績を収めたシエーパー，パプコックの2鶏種を
今後の鶏種においた。
⑨ 根本的・流通対応の革新: 鶏卵の地場市場を開拓し産直を始めた。香川県は関西でも有数な養鶏県
で，生産量の70第は阪神市場へ出荷されている。当法人は当初から農協共販を行ない，全農大阪支所IC出荷
してきたが，規模拡大による生産量の増大lとともなって，地場市場開拓による流通のメリットを追求し， 44
年IC県庁生協，高松ダイエーにパック詰卵の産直ルートを開拓した。ダイエーとの取引は経済連の仲介によ
るものであるが，乙の乙とは東山産業に対する取引信用と卵質のよさを示すものである。 44年には鶏卵規格
検査協会から表彰をうけている。
⑬ 根本的・生産技術の革新: 46年から第2期経営規模拡大が始まり，鶏ふん処理の省力化を目的とし
た「高床式J鶏舎が建設された。鶏舎情造様式は従来のものと異なり，鶏舎構造は単棟から連棟へ，ケージ
は単飼から複飼へと，一層高密度鶏舎になった。乙の乙とが可能になった理由は，ケージを 6寸から 8寸に
広げ， 2羽飼いに耐えられる鶏種の改良が進んだ乙と，それに不活化ワクチンの開発によりマレック氏病の発
生が低減したととにある。
かくの如く東山産業は法人の設立を契機として，企業形態が変質するとともに経営規模は飛躍的に拡大さ
れて，第1次目標の5万羽を達成し， ζζに企業的協業養鶏経営を実現した。それは農業構造改善事業を軸
にして，生産・流通・管理組織などの根本的革新，換言すれば高能率鶏舎の建設による機械化省力技術の革
新，鶏卵の産直方式による流通対応革新，ならびに機能的な管理体制への変革を遂げ，さらに，とれらの革
新を促進する誘発的革新，例えば投資や運転資金のための資金調達の革新，公害防止，革新技術の修正，お
よび大びなの需給調整などを連発して果されたのである。しかし，乙の時期は内外ともにきびしい創業期で
あり，規模の経済性が発揮できず，所得の低迷を解決しなけねばならないという問題が発生した。乙の解決
策として第2期規模拡大へと進むのである。
2. 発展期〈昭和 Q...弱年度〉
との時期の動態的発展の状況は第12図のとおりである。
外生的要因としては，つぎの5つがある。①農業と他産業との所得較差の拡大，②ニューカッスル病の全
県発生，③畜産危機，④鶏卵需要の停滞，⑤畜産公害IC対する社会的重圧。
これに対する内生的要因には，①所得の低迷，②新鶏舎への大すう繰り入れの遅延，③高床式鶏舎の機能
不全，④飼料価格の暴騰による経営圧迫，⑤産直ルートの販売量の低迷，⑥鶏ふん火力乾燥処理の挫折，な
どがある。
生成期における所得は 第4章の成果で示しておいたが，自立経営農家の下限所得よりもはるかに低かった。
養鶏協業における経営発展のメカニズム
(外生的要因) 農業と他産業との所得較差の拡大
畜産危機，鶏卵需要の停滞
畜産公害に対する社会的重圧
(経営発展の方向)
第 2期規模拡大と経営の多角化
(経営発展のための制約条件の発生) 省略
(根本的(基本的)革新) ←ー (解決のための革新)一一→ (誘発的(付随的)革新)① 
管理機能の強化 (S47) 一一→(組織)企画部の機能発現
鵡維持，マレバ対策 2→(技術)強制換羽実施
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I3I (S47) 
(技術)成鶏舎(改良高床式) ←」三一高能率鶏舎の建設 一一→(技術)旧高床式鶏舎様式改
良
(連棟複飼 (S48~49) 
26，000羽) m -一→(調達)総合飽設資金
(流通〕飼料購入先の転向 ←三三ー畜産危機対策 (S48~49) r古→(技術)飼料の指定記合
(農協系→商社・業者系) Iま (品質低下の保全)
」ヱ→(技術)旧鶏舎の改造
(単飼→複飼)
強制換羽の中止
(鶏舎利用率引上げ)
鶏ふん処理対策 「古→(技術)養豚用施設の応用
(燃料不要，無公害)戸→(調達〕畜産経営環境整備事業(S4ω9~50ω) I 」一→(防止)白然流下式鶏ふん醗酵
二週販売対策 一→(流通)鶏ふん製品倉庫 (S5
1)(流通)洗選卵機更新 (S47)
(流通)選卵場増築(
一----------〆-------(新たな問題点の発生)
規模拡大規制と企業間競争による高収益性の抑制
第12図 発展期における協業養鶏経営の動態的発展図
(注数字のO印は本文の中の項目を示す)
そとで前年の46年から総合施設資金を活用して，規模拡大を行ない，販売量を増加して所得の増大をは
かっ
たのである。つぎに発展期における革新技術の動向について述べよう。
① 誘発的・組織の革新:組織機構は45年度に変革され，管理部門の強化をはかつて企画部が設置され
たが， 48年度までは乙の管理組織によって運営された。乙の時期の組織は経営の多角化を図るとともに
，企
画部の管理機能が発現され，付加価値の伸長，所得の増大がはかられた。
② 誘発的・生産技術の革新: 47年12月徳島県から発生したニューカッスル病が香川県下に漫延し，零
細規模養鶏は無防備のために被害が大きく，乙の時期に殆ど廃業した。当法人はこの情報をいち早くキ
ャッチ
し，生ワクチンのスプレー予防を講じたので，その被害を最小限に止めるととができた。しかし，翌年 1~
3月まで鶏の移動が禁止され，入すうが不可能となった乙とから，成鶏維持とマレック対策として，強制換
羽方式を採用した。
③ 根本的・生産技術の革新・ 46年度l乙建設された高床式鶏舎は，床下の滞溜鶏ふんがノ、ェの発生源と
なり，しかも鶏がいる聞は除ふんができないという鶏舎情造の欠陥に気付き，機械で除ふんが出来るよ
うに，
床上2.1mの改良高床式鶏舎を建設した。この鶏舎の特徴は， 8寸ケージから 7.5寸ケージ複飼へと高密度鶏
舎になったζ とと，収容羽数2.6万羽の大型鶏舎で，乙れを2人で飼い，労働生産性の一層の向上をは
かった
ことである。 * ④ 根本的・流通対応の革新:必年度後半からの飼料の暴騰という養鶏危機に直面して，当法人は飼料
事 全国平均飼料価格 t当り 35，α)Q円から 70，α)()円まで数度にわたって値上りした。
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購入先を農協系から商社・業者系lζ転向し(t当り 1万円の開差).飼料値上り幅の縮小を行なって経営費
の増嵩を抑制して，危機を乗り切った(農協系対商社・業者系. 20対加)。
⑤ 誘発的・生産技術の革新:飼料価格の高騰以来，飼料の品質低下Kともなって産卵率の低下を招い
た。当法人は日卵重の増加をはかるために，保税工場の業者系とは指定委託配合による成鶏飼料と，商社系の育
成・成鶏飼料とを，成鶏の日令lとあわせて，選別給与するととによって，その効果をあげた。
⑥ 誘発的・生産技術の革新: ，日鶏舎の改造によって収容羽数の増加を行なうとともに. 1人当り管理
羽数の増加により人件費の軽減をはかった。また，成鶏維持l乙効を奏してきた強制換羽を中止し，飼養方針
の転換をはかった。すなわち，日卵重の増加と卵質の向上をはかるためには，老鶏は卵殻が薄くなり，日卵
重が余り上昇しない乙とから，更新率を高めて鶏群の若返りをはかるとともに，鶏舎利用率の引上げによる
成鶏稼働羽数の増加に努めた。
⑦ 誘発的・技術・調達・防止の革新:鶏ふん乾燥にともなう悪臭発生は回避できず，焼却炉によって
処分したが，ぼう大な鶏ふん量が滞貨した。一方，石油ショック以来，重油価格が高騰した。燃料が要らず，
公害防止のできる鶏ふん処理方法として，自然流下式による鶏ふん醗酵飽設を開発した。
当法人は.49年度から始まった「畜産経営環境保全集落群育成事業Jを活用して設置した。
ζの方式はつぎのような傍造上，技術上の特色をもっている。乙の胞設のヒントは県内の企業養豚経営を
視察して得たものであるが，ふんの質的な違いがあるために，最適傾斜度を割り出すととに苦労したといわ
れている。場所の選定はブドウ圏の斜面を使い，傾斜34度のコンクリートで長さ21皿，幅3皿，深さ l皿の
溝を18本っくり，雨よけの屋根は日光のよく透るフアイロンにした。夏は 1週間で，冬は 3週間で落下し，
乙れを2回繰り返す乙とにより，水分はかなり低くなった。さらに第2次醗酵施設に入れ撹持し，袋詰して
製品化した。この鶏ふん醗酵胞設の完了lとより，地域住民とのコンセンサスのえられる大規模養鶏経営が確
立した。
⑧ 根本的・流通対応の革新:選OIJ機の更新による能率化と鶏卵生産量の増大にともなう選OIJ場の拡張
を行なった。
との発展期は，第2次規模拡大期であり，収容規模のより大きい，しかも鶏ふん滞溜の可能な高床式鶏舎
を建設した。乙のととによって l人当り管理羽数の増加となり，労働生産性の向上がはかられた。また畜産
危機lζ直面して，飼料価格の高騰という外部条件の変化に対応して，より安い飼料購入先への転向をはかる
とともに，飼料の指定委託配合によって，産卵率の向上をはかり，さらに鶏ふん処理の重油価格の高騰対策
ならびに火力乾燥による鶏ふん処理の挫折に対処して，鶏ふん醗酵処理方式に転換した。なお，悪臭公害lζ
対する社会的プレッシャ が強まるなかで，地域コンセンサスがえられる公害防止対策としての自然流下式
鶏ふん醗酵施設の開発は，企業養鶏経営の存続安定化に寄与した。
しかし，経営発展のために新たな問題点が発生した。それは規模拡大規制と企業間競争による高収益性の
抑制である。
3. 成熟期〈昭和51年度~現在)
この時期の動態的発展を示したのが第13図である。
外生的要因としては，鶏卵生産調整と企業間競争の激化である。
内生的要因には，規模拡大規制下での所得上昇の鈍化，ひび卵への苦情ならびに分業体制による能率向上
の頭打ちなどである。
成熟期では，規模拡大規制下での所得の増大と生産販売のシステム化を志向して，つぎのような革新がく
り広げられた。とれについてみてみよう。
① 誘発的・組織の革新: 49年に機情改革が行なわれ，育成と成鶏は統合されて技術部になり，生産の
システム化がはかられた。最初は大びなの需給調整と予防体制の確立であったが，成熟期になってからは，
この技術部の機能は一層発現され，経営技術的観点から把えた生産システム化をはかった。
養鶏協業における経営発展のメカニズム
(外生的要因) 鶏卵生産調整
企業間競争の激化
(経営発展の万向)
規模拡大規制下での所得増大と
生産販売のシステム化
(経営発展のための制約条件の発生) 省略
~ (解決のための革新)~
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(T22ZT)/ ¥(号語辞)
① 
生産・販売組織のシステム化一一→(組織)技術部(育成・成鶏部の
(S50) 統合) 販売部強化
② 
卵殻強靭，高産卵性鶏種の選一一→(技術) 3鶏種の自家比較テスト
定 (S52)
醗酵鶏ふんの商品化 (S51) 一一→(技術)鶏ふん撹持機粉砕機開発
鶏ふん運搬の二次公害防止 一一→(防止)場内場外の運搬道路の舗
(S52) 装(アスファノレト)
③ ー一(流通)高性能洗選卯機 ←一一鶏卵流通のゾスァム化 (S52)r-→(技術)集卵のシステム化
ラベラ一機， シー ノレ機 I (パラ詰→エッグトレー)
(早世入りパック~) L→(調達)近代化資金，その他
防止'iG
④ 
(技術)育成舎の開発 ←一一育すう・育成過程の合理化 ーー-+(調達)総合施設資金
(大群平鈎一貫生産) (省力化，移動ストレス解消)
(S53) 
ι ④ 
(技術)鶏群のローテーション+一一寸鶏卵生産のシステム化 「一→(流通)飼料購入先の再転向I (オールイン・オ ノレアウト) I (農協系へ)
(技術)フェーズフィーデング←ー_j (S53) Lー→(技術)飼料の指定配合の中止
第 13図 成熟期における協業養鶏経営の動態的発展図
(注 数字のO印は本文の中の項目を示す)
② 誘発的・生産技術の革新:市場の要求する卵殻強靭かっ高産卵性鶏種の選定のために， 3鶏種の自
家比較テストを行なった。鶏種はシエーパー，ハイセックスおよひ、デカノレフーエクセノレリングで，各3千羽を対象
lζ行なわれた。産卵5カ月までの成績では，シエーパーが最もよく，生存率が高く，産卵ピークが高く，か
っ持続性も長いことから，日 ml重も 55~539ときわめて好成績を収めた。シエーパーは卵殻の質もよく，今
後とも鶏種の主体はシエーパーにおく方針である。
③ 根本的・流通対応の革新: 鶏卵需要の停滞のなかで，企業間競争の激化のために，直販の量は伸び
悩み状態にあり，品質の不良な卵(1m殻薄く，ひび，汚染)は販売しにくくなったといわれている。乙のよ
うな市場動向の変化に対応して， GPでは鶏卵のチエァクをきびしくし，パック詰には日付入卵を詰めて製
品差別化をはかつている。一方，人件費の高騰に対処し，選ml機の高能率化とパックglの日付・包装の自動
化をはかるために，新選gl機 (PH，15，000卵)，ラベラ一機・シーノレ機を導入した。 GPの近代化にとも
なって，集卵形態はパラ詰からエッグトレーに変り，集gl能率はむしろ30%低下したが，日付入パック卵に
よって新しい量販居開拓lζ努めている。
④ 根本的・生産技術の革新:育すう育成段階の合理化のために，①初生びなから大すうまでの 130臼
聞を平飼一貫育成技術の確立と，②飼料安全法lζ基く添加薬品の規制の対応司能な育成技術の 7 スターを計
画した。 52年度に隣接地を取得し敷地造成にとりかかり， 53年度には新育成舎3棟(収容羽数2万7千羽)
を建設した。乙の完成によってひなの移動作業の廃止と，鶏のストレス解消に役立つに止まらず，ワクチネ
ーションを基本にした鶏病対策・育成率の向上，さらに大びな需給計画にもとづく鶏群のローテーションを
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可能にした。
幼すう舎，中大すう舎(18，000羽)と新育成会(27，000羽)を年3回転させて，大すう供給可能羽数13
万5千羽，成鶏舎22棟収容羽数12万3千羽を1ロット i乙分け，オールイン・オールアウ・ト方式によって， 40 
日間隔で順次オールインする計画で準備している。
さらに飼料銘柄規格の変更にともなって，品質も向上したことから指定配合を中止し(業者側の経営不振
による)，商社系の育成用を残し，再び農協系飼料IC戻した。
以上，循環的発展を具体的に述べた。
革新は各発展段階で相互調整しながら繰り広げられてきた。根本的革新(生産技術・組織・流通対応)は
誘発的革新(生産要素調達，公害防止対応)を換起し，また先行革新は波及革新lζ連繋した。
このような動態的発展は，各発展段階においてマネージメントサイクル(察知一対応策一実施一再発見)
をくり返えした。それはつぎのような自主路線と称する経営方針と，すぐれた経営行動によって実現した。
まず，経営方針は生産販売一貫経営ILよって，できるだけ付加価値を高めることであった。したがって生
産は初生びなの育すうから始まり，鶏slJ・鶏肉・鶏ふんの処理加工・販売まで一貫する体系の組織をもって
運営し，外部経済の準内部化をはかつてきた。また飼料・資材の購入も自主的lこ進め;てきた。さらに資金調
達は長期低利の制度融資をフルに活用し，金利負担を軽減して経営の健全化をはかつてきた。
動態的発展は，乙のような経営方針にのっとって，つぎの3つの特色をもっ経営行動によって成就した。
① いち早く問題をキャッチし，早い時期に実現しているとと，例えば法人化(昭41)，全自動式養鶏
(昭42)，鶏ふん醗酵処理胞設(昭49)，洗選卵包装の自動化と日付卵販売(昭52)，畜産危機対応(昭48
~49) ，平飼一貫育成方式(昭53)などがある。
② 対応策については，情報を集めヒントを得て，成員の総知をしぼって独創性にとんだものを開発して
いること。すなわち，オートメ鶏舎の修正(昭43)，高床式および新高床式鶏舎(昭46・48)，鶏ふん脱臭
装置・焼却炉(昭44・46)，ニューカッスル・マレックワクチン試験，鶏種選定の自家比較試験(昭45・52)
鶏ふん醗酵施設，醗酵鶏ふん粉砕機，平飼一貫育成舎などをあげることができる。
③ 実胞にあたっては，どんなに困難な問題であろうとも，総力をあげて，初志を貫徹する実行力をもっ
ている ζ と。例をあげれば，農業情造改善事業の適用実路(昭41・42)，運転資金の赤字解消策(昭43)， 
鶏ふん醗酵胞設の試作と実現(昭49)などがある。
乙のような新しい経営行動は一貫した共同体運動，換言すれば"新しい共存社会の創造"を目差し，成員
の福祉，生甲斐，能力伸長さらには長低生活を保障する相互扶助性を重視する共同経営理念の実践に支えら
れ，協業養鶏経営の発展にとって必要条件である分業効果と十分条件である協業効果を発揮してきたのであ
る。
第 4 • 動態的発展の成果
前主主では，常lζ新しい経営行動によって動態的発展をとげてきたことをみてきた。っき1と革新の経営への貢
献度としての動態的発展の成果をみよう。協業養鶏経営の成果は技術面と経済面の両面からみる必要がある。
1. 技術面からみた成果
養鶏経営における経営技術指標としては，日卵重と飼料要求率とがある。そ乙で，協業養鶏経営における
技術の成果指標として，乙れら二つの経営技術指標を選び，革新の経営への貢献度について述べよう。
第14図は日卵重と飼料要求率の推移をみたものである。まず，日卵重からみていとう。各発展段階の平均
日卵重は，それぞれ41.4~， 42.8 ~および 46.3 ~であり，成熟期では日I1IJ重が著しく上昇した。しかも，飛
躍的に向上したのは50年度である。まえにも述べたように，との年1L7 レックワクチンが開発され，日卵重
が上昇した。その上Iζ飼養方針も変った。つまり更新率を高め，鶏種を選定し，良質の指定配合飼料を給与
養鶏協業における経営発展のメカニズム
し，さらに育すう技術の向上など，生産技術の革新，生産
のシステム化によるものである。
品生成期喝件発展期吋←成熟期
つぎに飼料要求率をみると，それぞれ2.94，2.83およ 45 
び2.61となり，成熟期での向上がみられる。これも，鶏種
の選定ならびに更新率の引上げなどの技術革新によっても 40 
たらされたものである。
2. 経済面からみた成果
2. 
昭43
各発展段階の規模の拡大を捨象するために，協業養鶏経
営の経済面の成果は，つぎの純成果でみることにした。一
般的には，この純成果をあらわす指標としては，成果指標，
効率指標および生産要素間結合比率指標の 3つがある?協
業養鶏経営における動態的発展の成果としては，乙のうち
の成果指標と生産要素間結合比率指療の 2つを選んだ。
L 
昭43
、、
日卵重、
45 47 49 51 
_"‘ー、、、.....'.-.岡崎、、、
，rV' 、一一ー¥
飼料要求率 、
45 47 49 51 
231 
まず，成果指標の場合は，企業的観点からと，農業的観
点からみるのが妥当であろう。前者の指標としては，企業
利潤(当期純利益)と付加価値を，また後者については，
情成員 1世帯当り所得と僑成員 1人 1日当り所得(給与)
などを摘出する乙とができる。
第14図 日卵重および飼料要求率の推移
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まず，企業利潤からみよう(第15図)。企業利潤は生成
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第16図 構成員 1世帯当り所得と 1人
1日当り所得の推移
注 1) 自立経営農家の下限所得は
農業白書付属統計書(昭52
年度)による
2 ) 農業労働賃金は農村物価賃
金統計による
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第 15図 付加価値と企業利潤の推移
期には主として卵価の変動をまともにうけて乱高下してい
るが，その後の畜産危機をも革新的な経営行動によって乗
り切っている。各発展段階の企業利潤は，それぞれ 101千
円， 239千円， 1，151千円と黒字を計上し，安定経営lζ向っ
ている乙とがわかる。
また，付加価値は，動態的発展とともに給与・賃金の上
昇にともなって，生成期20.5百万円から発展期には 52.8百
万円に増大し，さらに成熟期には 82.5百万円Kふえており，
付加価値水準の上昇がみられる。
(2) 構成員 1世帯当り所得と 1人 1日当り所得
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一方，農業的観点から乙れをみると(第16図)，僑成員1世帯当り年間所得は，各段階それぞれ871千円，
2，966千円， 4，121千円と飛躍的な増大がみられる。しかし，生成期の所得は，自立経営農家の下限所得を大
幅に下廻る低所得であったが(62労)， 47年度以降それを上廻り発展期(123幼，成熟期(117必)で，動
態的発展の成果がみられる。
また，構成員の年間平均従事日数は 300目前後で，その結果 1人 1日当り所得も1，661円， 4，636円，
6，557円に上昇している。
つぎに，生産要素間結合比率指標としては，成鶏 1，000羽当り労働力と資本額とがある。
(3) 成鶏 1，000羽当り労働力と資本額
成鶏 1，000羽当り労働力では，それぞれ 0.94人， 0.68人. 0.61人と，常時労働力は逓減傾向をたどってい
る(第17図)。乙れは，つぎの資本の増投とも関連するが，
とくに成熟期の資本逓増(それぞれ1品6千円， 962， 1，172) 
は，公害防止対策としての鶏ふん醗酵抱設への投資に起因
している。このことは一見，過剰投資のようにみえるが，
大規模養鶏における畜産公害発生に対し，今後，益々社会
的プレッシャーの強まるなかで，比較的早い時期lζ公害防
止革新を行ない，地域住民とのコンセンサスがなされた乙
とは，経営存続にとって大きな成果とみるべきである。
なお，一般には，成鶏 l羽当り建物施設投資額は，当時
でも最低1，200円，当法人のように生産から加工・販売ま
での一貫経営システムでは 2，000円は下らないはずであるが，
それが 1，000円余りであるということは，定率法による固
定資産償却であるにとどまらず，国の補助事業の適用を受
けたという，生産要素調達の革新による成果のあらわれで
ある。
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第17図成鶏1，000羽当り労働力と
資本額
かくして，革新的な経営行動をともなう協業養鶏経営の動態的発展は，生成・発展・成熟の各発展段階へ
の移行lζつれて，とくに発展期以降では，企業的協業養鶏として発展かっ安定してきている。したがって倦
成員 1世帯当り所得も，自立経営農家の下限所得をはるかに上廻るとともに 1人 1日当り所得も52年度に
は7，000円代の高水準に到達したのである。それは協業養鶏経営における経営の複合化と生産販売のシステ
ム化とによって助長され，より一層競争力の強い経営へと発展しつつある。
第5章 結語ーー養鶏協業経営発展のメカニズムー
いままで協業養鶏経営の動態的発展における発展過程ならびに企業的協業養鶏の革新について検討してき
た。 ζ とで選ばれたケース・スタデイは，わが国の協業養鶏経営のなかでも最も進んだ，最も複雑なものの
一つを選んでいるので，その経営内容は豊宮なものをもっていた。したがって一般的な協業養鶏における経
営発展の論理を見出すことができたと思う。ここで再びそれらを要約しよう。
第 1章では，養鶏経営の発展過程を，経営の企業形態の変質と経営規模の変化を指標にして 4つの発展
段階lζ区分した。その一つは，個別複合経営段階であり，二つは，有限会社による部門協業経営段階である。
さらに三つめは，任意組合による生活を含む全面協業経営段階であって，四番目立，農事組合法人による生
活分離の全面協業経営段階であった。そ乙では，経営の企業形態が高度化するにつれて経営規模が拡大した。
また，第3段階の生活を含む全面協業経常においては，意識革命がとげられたけれども，共同体理念の優先
lζ終った。しかし，段終段階の農事組合法人としての全面協業経営になってからは，経営規模が飛躍的に拡
大し，企業的協業養鶏経営を成立した。
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第 2章では，協業養鶏経営の発展段階のうちの最終段階である法人組織による全面協業経営段階をとりあ
げて，発展のメカニズムをさらにくわしく分析した。その分析方法としては，乙の全凶j協業経営の発展段階
を4つの指標を用いて，生成期，発展期および成熟期の 3つに区分し，各段階の特色について述べた。すな
わち，生成期は，農業構造改善事業を軸にして生産・流通・管理組織の革新によって，企業的協業養鶏経営
の基盤を確立した時期である。また発展期は総合施設資金により規模拡大を行なうとともに，経営の多角化
をばかり，企業的養鶏経営として大きく伸びた時期であり，また畜産公害防止対策もこの時期に確立された。
さらに成熟期では規模拡大の規制により成長率は低下したが，生産・流通・販売のシステム化をはかり，経
営の内部充実を行なった時期である。しかし各発展段階に共通する点は，生産から加工・販売に至る一貫
した体系をもっ組織をつくって経営を行なっできたことである。その結果 3つの発展段階を通じて経営の
内部経済の合理化ならびに経営の外部経済の準内部化を進め， 経営発展の論理が生かされているととを明らか
にした。しかも，経営の発展lζつれて，経営組織は，養鶏部門への単一化から養鶏経営の多角化へ，さらに
生産・加工・販売のシステム化へと質的転換をとげてきた乙とが明らかになった。
つぎに経営行動の各過程における革新の特色について要約しよう。まず生産過程における技術革新は，①
機械化省力技術と集約管理伎術とを併存させる展開方向を示している。すなわち，給餌・除ふんなどの単純
作業は，機械化によって省力化を徹底的に行なうとともに，鶏病予防対策・廃鶏対策などでは，一層集約的
管理を行うようになった。②また分化した育成部と成鶏部を再統合して技術部を設け，単なる生産技術の合
理化ないし向上をはかるだけでなく，経営技術としての生産システム化をはかつてきた。換言すれば，ワク
チネーションを軸 iζ生産技術を高めるとともに，鶏舎稼働率，鶏群のローテーションおよび市場性 ~C"7ッチ
した良質卵の生産などによって，鶏卵の品質向上とへンハウス日!jIJ重の増大がはかられてきた。
つぎに，加工・販完過程の革新の展開方向をみると，①鶏!jIJ.鶏肉・鶏ふんの処理加工lこより付加価値を
高め，②また鶏!illの地場市湯開拓によって，直販を行ない，流通経費を節減するとともに，鶏!ilJ単価の引上
げを行なった。飼料購入についても，大量購入による単価の引下げだけに止まらず，飼料価格の暴騰時，す
なわち畜産危機の時期には，飼料の購入先を転向し，飼料単価の引上げ幅を下げ，生産コストの引下げを行
ってきた。乙れに加えて，資金コストの引下げを図り，資金調達は国の助成事業や制度資金を積栃的lζ活用
してきた。
第 3-0:では，協業養鶏経営における動態的発展のメカニズムについて，経営行動としての6つの革新要素
をあげ，革新の動態的経営発展モデノレを設定し，各発展段階の循環的発展について具体的lζ述べた。乙乙で
は，①主主鶏協業経営の動態的発展過程は，各発展段階において，生産・流通 0 1f理・組織の各過程の革新を
採用し，それぞれの革新も相互に調整しながら繰り広げられてきた乙とを解明した。換言すれば，根本的革
新は誘発的革新を換起し，また先行革新は波及革新へと連繋した。すなわち，生産技術・流通対応および組
織ないし意識などの根本的革新は生湾要素調達ならびに公存防止対応などの誘発的革新を換起するというメ
カニズムを明らかにした。②動態的発展は，各発展段階において，マネージメントサイクノレ(察知一対応策
一実施一再発凡)を繰り返し，それは問題の早期l発見，創造性にとんだ対応策ならびに意志決定を貫徹する
実行力などを兼ね備えたととろの，革新的な経営行動によって達成されてきたのである。③乙の革新的な経
営行動の背;宗ーには，成員の福祉・生甲斐および能力の伸長なと、共同体運動の実践があり，分業効果と協業効
果を共lζ発持してきた。
第 4章では，協業養鶏経営の動態的発展の成果について，技術面と経済面から分析した。技術面の成果と
しては日卵震と創料要求率を，経済-!Irjとしては成果指標と生産要素悶結合比率をとりあげて，革新の経営へ
の貢献度を各発展段階についてみてきた。そこでは発展期と成熟期において各成果の高いことを示した。発
展邦lでは激動する経済情勢のなかで流動的対応と規模拡大によって，また成熟知jでは比較的安定した経済事
情のなかで計画的対応と経営内部の充実によって，それぞれ成果をあげてきた。換言すれば，これら成果の
向上は段階的発展とともに，量的拡大による分業体制から質的拡大による νステム化の体制へと質的転換を
ともなって， トータノレメリットの追求の仕えiの相違が反映していることを明らかにした。
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かくして，協業養鶏は経営の複合化をはかるとともに，生産から加工・販売に至る一貫した体系をもっ組
織のシステム化を進めるととによって，より一層，競争力の高い経営へと発展していくであろう.
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SUMMARY 
Approach to the Subject 
The poultry fanning of layers in Japan has developed into the structural change in 
production under the high-growth booming economy. But the expansion of production 
has been lately placed under control according to the stagnation of demand for eggs. 
Then the poultry fanners began to vie with each other for supremacy about the poultry 
enterprises and the producing centers ·concerned with the marketing of eggs. The poultry 
farmers have striven to systematization in order to implement the competitive power 
under the expansion of farm size and regional specialization in poultry industry. 
There are typical types of systematization of poultry farms, such as the cooperative 
poultry farm, the aggregative poultry farm and the integrative poultry farm. The 
cooperative poultry farm is one of these types, but it only rarely favours its development, 
because it raises a problem to either the accommodation of the environmental conditions 
or the sufficiency of the organization of production, or to both of them. 
Method of Study 
In this paper the author has made an attempt to clarify the mechanism of development 
of the cooperative poultry farms by basing himself on the case study. The Higashiyama 
Sangyo agricultural partnership corporation referred to in this paper, has developed 
itself gradually during fourteen years as the whole cooperative farm. 
To look into the developing steps of this cooperative farm, it was born as an private 
compound farm about twenty years ago, it achieved a first development by becoming 
a partial cooperative poultry farming Limited Company, then it changed into a whole 
cooperation Option Partnership, and finally into an Agricultural Partnership Corporation 
( 100 thousand la~ers poultry farming). 
The author has figured out the methods of approach for this subject as follows: 
( 1) the outline of development as regard to the management of poultry farm; (2) division 
of the stages of development of the cooperative poultry farm and the characteristics of 
each stage; (3) mechanism of development operated by ever new managerial behaviors; 
(4) results of the development operated by innovative managerial behaviors; (5) 
mechanism of development of the cooperative poultry farm. 
The author has especially taken notice of the dynamic and energetic development 
which depended on the innovative managerial behariors, he has been done his best to 
make clear the problems by applying the theoretical model of dynamic development of 
the cooperative farm. 
Conclusion -
1. The conversion from cooperative poultry farm of the small holding system to 
the enterprising cooperative poultry farm has been realized on ground of various 
innovative managerial behaviors and a huge sum of capital investment based upon the 
organization of the corporation. 
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2. The whole cooperative farm has coordinated and integrated the activities of 
modernizing the farm management with the activities of strengthening the mutual aid 
system among members at its final matured stage. Furthermore, it has systematized 
throughly whole process of production, processing and marketing of the poultry 
products. It has resulted in the expansion of internal economies through the whole 
processes of the cooperative farm. 
3. The enterprising cooperative poultry farm has effected this dynamic develop-
ment basing itself upon various innovative managerial behaviors, throughout the settle-
ment period, the development period and the matured period. The fundamental in-
novations in the aspects of technique of production, organization, correspondence of 
marketing and consciousness have given rise to the incidental innovations in the aspects 
of procurement of the production factors and preventive measures against bad smell due 
to disposing of chicken dropping, and these preceding innovations have in turn influenc-
ed various later innovations. 
Furthermore these innovations have repeated again and again and through this big 
.progress have been done for eath stage of development. 
4. Such dynamic development have not only repeated itself in succession in the 
management cycle, but also takes in the innovative managerial behaviors, excelling 
especially in discovery of new problems at the early stage, creative power of and 
execution. The management cycle rotates through discovery, counterplan and 
rediscovery. 
5. These innovative managerial behaviors have been made possible by the practice 
of cooperative ideas which are the welfare of the organizers, the worth of their lives and 
the expansion of their abilities, they have given ample interplay for the efficiency of 
division of labor and efficiency of cooperative work. 
Therefore the cooperative poultry farm developed into an enterprise of stronger 
competitive power based upon diversification of the management and systematization of 
production and marketing. 
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